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要旨 

 

 日本の地方都市では、モータリゼーションと都市地域拡大の同時進行によって、公共交

通網利用者の減尐と、それにともなう規模・サービスの縮小の悪循環に陥っている。 

 このような事態を受け、次世代型路面電車といわれる LRT を導入することで、公共交

通網の利便性向上と利用者の拡大をはかろうとする動きが広がっている。その一方、岐阜

県岐阜市を含む周辺市町においては 2005 年、この潮流に反して鉄軌道(路面電車)の廃線が

行われた。この事例は、現在の潮流である新しい公共交通網の導入が、地域再生の絶対の

選択肢ではない可能性を示している。本稿では、岐阜鉄軌道廃線について、費用便益分析、

交通利便性指標を用いた分析、定性的な分析をそれぞれ行い、それらを組み合わせること

で、鉄軌道の存在が地域にどのような効果をもたらすかを明らかにすると同時に、各公共

交通路線間の連絡性を高める施策(鉄道・バス等の乗継運賃割引の実施)を実施することの

効果を測定した。 

 

 費用便益分析においては、離散選択モデルを用いて交通網に対する需要関数を推計し、

消費者余剰アプローチにより分析を行った。その結果、鉄軌道の廃線によって、公共交通

網利用者、および事業会社の余剰が年間約 6.4 億円改善されたことが分かった。詳細なメ

ッシュの単位での分析を併せて行ったところ、かつて岐阜鉄軌道は岐阜のまちづくりに有

意な効果を与えていたが、廃線時点では有意な効果を与えていなかったことが示唆された。

また鉄軌道の廃線と同時に、公共交通網の連絡性を高める施策として乗継運賃割引を想定

し、実施した場合には約 7.1 億円の社会的余剰が発生することが分かり、公共交通網間の

連絡性を高める必要性をみることができた。さらに、岐阜鉄軌道のうち岐阜市内区間にお

いて一部単線・環状線化することによってサービスを向上させる政策を実施した場合には、

鉄軌道を安全に利用できるよう設計することで、社会的余剰を増加させられる可能性を示

した。交通利便性指標を用いた長期時系列分析においては、鉄軌道の地域に与える影響が

過去から現在にかけて著しく減尐してきたことが分かり、モータリゼーションの拡大が公

共交通網の維持に対して、大きな影響を与えている可能性をみることができた。また、岐

阜市とは対照的に鉄軌道を拡大させている富山市の事例と多面的な比較を行うことで、岐

阜市の交通政策の明確化と公共交通網選択の多様性が示された。 

 



事例研究「都市地域政策と社会資本ファイナンス」 

 

- 3 - 

 

はじめに 

 

 2011 年 2 月 2 日の日本経済新聞『路面電車を都心に復活』によれば、東京都中央区が

銀座と晴海の区間に LRT(次世代型路面電車)を敷設する計画であり、さらに同月 5 日の記

事によれば、これらは都心の混雑を解消することに加え、環境負荷の軽減、また沿線地域

の活性化を目指したものであるとしている。 

 近年、日本各地で LRT を代表とする新しい公共交通機関の導入が大きく注目を浴びて

いる。人口減尐期に入った日本において従来型の公共交通網の機能低下が大きな問題とな

っており、その有力な解決策として LRT や BRT(バスによる高速輸送)の調査・研究が進

められている。しかし 2005 年、このような世の潮流に反するともいえる形で、以前は巨

大な路線網を築き、先進的な車両を導入していた岐阜鉄軌道(路面電車)1が廃線となった。

これは、LRT が人口減尐期における都市内交通に対する唯一絶対の解答ではない可能性を

示していると解釈できる。 

 そこで本稿では、岐阜鉄軌道廃線の分析を行うことで、今後の都市内交通にどのような

施策が求められているのかを考察することを目的とする。第 1 章では地方都市の直面する

状況を概観し、新しい公共交通網である LRT が社会に求められている背景について考察

する。第 2 章では、岐阜市の事例を採り上げ、費用便益分析の手法を用いることで、鉄軌

道が地域に与える価値に関して検証を行う。第 3 章では、交通利便性指標を用いて時間の

経過とともに岐阜鉄軌道の地域に与える影響がどのように変化したかを考察し、その要因

について定量的・定性的に分析してする。第 4 章では、鉄軌道を中心としたまちづくりが

“成功”しているとされる富山市と岐阜市とを多面的に比較し、岐阜市の交通政策をより

明確に考察していく。それらの結果を受け、政策的インプリケーションと今後の研究課題

を最後に述べる。 

                                                   
1 本稿では鉄道と軌道が一つの路線として運営され、同時に廃線となった岐阜事例の特徴から、鉄軌道と

いう用語を敢えて用いている。 
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第 1 章 

日本の地方都市における公共交通の現状 

 

 本章では、日本の地方都市の現状を整理し、その問題点に関して考察することを通して、

地域における都市内交通のあり方に関して概観する。 

 

１．都市の拡大と自動車の大衆化 

 日本の人口は 2000 年代後半まで増加を続け、それにともない都市人口も増加を続けて

きた。それにつれて都市内の混雑が激しくなり、生活環境が悪化したことから住宅の郊外

化が進むこととなったが、商業施設など住民生活に不可欠な施設は容易に郊外に移転する

ことが難しく、郊外化の初期の段階では、中心市街地と呼ばれる空間に集積が行われてい

た。そのため、自動車が大衆化していない時代において、都市の拡大にともない郊外に居

住する人々は、公共交通網の沿線に居住を行い、中心市街地へのアクセスを確保していた。

しかし、自動車の大衆化が進むと公共交通網の周辺に居住する必要が減尐し、また中心市

街地に集積していた商業施設の郊外化が重なったことから、住民は公共交通網を前提とし

ない住居選択を行うようになった。図 1 は全国の自動車保有台数と人口密度の程度を示す

DID(人口集積地域)2人口密度の推移を示しており、自動車の大衆化が進むとともに、DID

人口密度は減尐し、都市の低密度化(拡大)が行われていることが分かる3。 

 

図 1 全国自動車保有台数（赤線）と DID 人口密度（青線） 

 

 

                                                   
2 市区町村の区域内で人口密度が 4,000 人/km²以上の基本単位区（1990 年以前は調査区）が互いに隣接

して人口が 5,000 人以上となる地区。 
3 1995 年以降 DID 人口密度がわずかながらも上昇している。この要因は、東京都区部を中心とした「都

市再開発プロジェクトの相次ぐ実施などを背景に、都心回帰の流れが進み始めたことを示している」ため

と考えられる。(内閣府平成 22 年度 年次経済財政報告：第 3 節 住宅需要を巡る論点） 
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２．都市の人口密度低下と鉄道の輸送密度低下 

 自動車の大衆化により、DID 人口密度が減尐していることは既に述べた。その一方で、

図 2 で示すように、DID 面積は急激に拡大し、その地域に住む人口も増加していることが

分かる。これは、スプロール現象とも呼ばれる、都市域の蚕食的拡大によってもたらされ

た状況であり、低密度でもなく高密度でもない、いわば中密度人口の地区が無秩序に拡大

したことを示している。また、この無秩序な居住地域の拡大にともない、商業施設や公共

施設など本来は中心市街地に集積していた施設も、郊外の中密度地区に分散するようにな

った。郊外に建設された諸施設は、自動車を利用する住民を顧客とするため、多くが広大

な駐車場を有する。その一方で、中心市街地の商業地は公共交通の利用を前提としてその

立地が成り立っており、逆に駐車場拡大が困難であることから、多くの場合はモータリゼ

ーションに対応しきれず、機能縮小が続くこととなった。 

 以上の流れにともない、中心市街地への移動を目的とした公共交通網の需要は減尐し、

表 1 に示すうちの、採算が確保できるほどの輸送密度4をもつ路線を大幅に減尐させること

となった。このように、モータリゼーションにともなう郊外化が中心市街地の衰退を生み、

さらに中心市街地の衰退が進むことによって、公共交通網も衰退し、それがさらに中心市

街地の衰退を生むという悪循環を生む結果となった。 

 

図 2 DID 面積（赤線）と DID 人口（青線） 

  

                                                   
4 1980 年に成立した日本国有鉄道経営再建促進特別措置法（国鉄再建法）において示された、民営化会

社に引き継ぐかどうかの輸送密度一覧表。輸送密度 4,000 人/日未満の特定地方交通線については国鉄よ

り分離し、民営バスによる代替若しくは他の事業者への転換が進められた。 
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表 1 国鉄再建法による輸送密度区分 

 

 

３．公共交通網の衰退と公的セクターの負担拡大 

 日本の公共交通網の多くは独立採算を基本とし、民間事業者、または地方公営企業によ

って運営がなされてきた。しかし、モータリゼーション拡大による公共交通網利用者減尐

にともない、多くの路線で採算が合わないことから、縮小、あるいは 4 節で述べるような

公共財の維持という観点から、税金の投入によって存続がはかられることとなった5。この

結果、交通網維持のため多額の負担が生じ、地方財政に悪影響を与えることになった。こ

の問題を受け、税金投入以外の方法によって公共交通網の利用者を増やし、採算を改善さ

せるため、全国で様々な公共交通網利用推進策6がとられることとなった。しかし、公共交

通網の利用者減尐はとどまらず、地方財政の悪化は拡大し、交通弱者と呼ばれる人々の数

が拡大している現状が存在する。 

 

４．新しい公共交通網に対する期待 

 これまでに述べたように、地域の都市内交通は大きな問題を抱えている。この一方で、

新しい公共交通網と呼ばれる LRT7や BRT8などの交通網に注目が集まっている。これらの

交通網は高齢化の進む日本において、どのような利用者でも障害なく利用できるように設

計され、運行便数の高頻度化を行うなど高サービスを実現しようとしている。国土交通省

                                                   
5 2007 年の民間乗合バス事業者の経常収支率は、三大都市圏で 100%、その他地域で 90%となっている。

また、三大都市圏の民間乗合バス事業者（30 両以上保有）のうち、経常黒字となっている事業者は 41 社、

経常赤字が 35 社とほぼ半々になっている。その他の地域では黒字 25 社、赤字 127 社で 8 割以上が経常赤

字となっている。経常赤字の事業者は、国・自治体による補助金や、高速バスや貸切バス、旅行業、不動

産等の兹業部門による内部補填により事業の存続をはかっているところが多い。なお、公営バス事業者は、

経営改善を進めているものの、民間に比べコストが 1.8 倍となっていることから、その大半が赤字となっ

ている(国土交通省自動車交通局「バス産業勉強会報告書」）。 
6 公共交通機関での通勤を奨励したり、公共交通優先のまちづくりとして専用レーンを設置したりするな

ど。 
7 Light Rail Transit の略であり、低床式車両(LRV)の活用や軌道・電停の改良による乗降の容易性、定

時性、速達性、快適性などの面で優れた特徴を有する次世代の軌道系交通システムのこと。  
8 Bus Rapid Transit の略であり、輸送力の大きなノンステップバスの投入、バス専用レーン、公共車両

優先システム等を組み合わせた高次の機能を備えたバスシステムのこと。 
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の審議会分科会9は、その効果として以下をあげている。 

 ・公共財としての特性10 

   公平なモビリティの提供 

   利用可能性の提供 

 ・外部不経済の軽減11 

   道路交通渋滞の軽減 

   環境負荷の軽減 

   交通事故の軽減 

 ・外部経済の創出12 

   効率的な都市経営への寄与 

 これらの効果は、公共交通網利用者の移動時間の削減といった交通網としての直接的な

効果の他に、地域社会に与える様々な外部性を含んでいる。 

 このような新しい公共交通網を導入した事例として、現在、富山県富山市の事例が大き

く注目を集めている。富山市では JR 富山港線の廃止にともない、富山市などが出資した

第三セクターである富山ライトレールに施設・車両を JR 西日本が譲渡して LRT を導入し

た(図 3、4)。導入後に、交通網利用による利用者便益に前述した効果を積算して分析を行

った結果、社会的な便益が費用を上回っており、LRT の導入によって、社会に望ましい効

果をおよぼしたとされている13。 

 図 5 に示すように、実際に公共交通網の利用者数が平日では約 2 倍に、休日では約 4 倍

に増えている。富山ライトレールは上下分離方式ではないが、行政からの補助金がインフ

ラ部分のみに投入され、運営自体は利用者からの運賃で賄っていく公設民営方式であり、

鉄道事業者はインフラ整備費以外の部分を効率化することによって利益確保を促され、結

果として黒字を確保できている14。 

 この富山の事例が全国で注目を集める理由の一つとして、富山県が全国でも自動車保有

率が高い県(世帯あたり 2 位)15であるにもかかわらず、“成功”したということがあげられ

る。既に述べたように、地域の公共交通網は自動車利用に優位性があり、衰退した経緯を

もつにも関わらず、その自動車の利用率が高い地域にで“成功”を収めたことは、新しい

交通網の有効性の証明であると考えられた。その結果全国でも東京都中央区、豊島区、新

                                                   
9 国土交通省 社会資本整備審議会都市計画・歴史的風土分科会 都市計画部会都市交通・市街地整備小

委員会「集約型都市構造を支える公共交通の実現に向けて」

<http://www.mlit.go.jp/singikai/infra/city_history/city_planning/city_traffic/h18_9/images/shiryou3.p

df> 
10 利用可能性の提供とシビルミニマムの移動の保障等の観点からの“公平なモビリティ提供” 
11 都市活動にともなう交通行動により生じる“社会的コスト軽減への寄与” 
12 適切な都市形成を誘導し“効率的な都市経営への寄与” 
13 和田他（2005） 
14 富山ライトレール(株）平成 21 年度事業報告「決算報告書」 

<http://www7.city.toyama.toyama.jp/public/houjin/light/index.html> 
15 自動車検査登録情報協会 <http://www.airia.or.jp/number/index.html> 
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潟市、宇都宮市などで、LRT の導入によって地域の再活性化をはかろうという動きが活発

化している。 

 そのような流れの中で、富山ライトレールが国土交通省より第一種鉄道事業の許可およ

び軌道事業の特許を得た 2004 年の翌年に、岐阜では一大路線網が築かれていた岐阜鉄軌

道が廃止された。これは、富山の“成功”とは対照的な出来事である。次章以降では岐阜

の事例を分析することにより、軌道系の公共交通網の有効性について考察を行いたい。 

 

図 3 富山ライトレールの車両 

富山市ホームページより転載 

 

 

 

 

 

 

   図 5 1 日平均利用者数の変化 

   富山市路面電車推進室より転載 

  図 4 富山ライトレール路線図 

  富山市路面電車推進室より転載 
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第 2 章 

岐阜事例の分析 

 

 本章では、新しい公共交通網を導入することで地域活性化をはかるという世の潮流に反

し、鉄軌道を廃線した岐阜の事例を分析・考察することで、軌道系の交通網を地域に導入

することの価値と、その際の問題点について考察を行う。 

 

１．岐阜の鉄軌道とは 

 岐阜では 2005 年 3 月 31 日に名古屋鉄道 600V 線区(以下、岐阜鉄軌道という)が廃止さ

れた。この 600V 線区は岐阜市内線、揖斐線、美濃町線、田神線の 4 路線から構成されて

おり(図 6)、岐阜市内線のほぼすべての部分および田神線全線が道路上を走行する軌道とな

っている。また、揖斐線全線および美濃町線のほぼ全線が専用軌道である。1911 年に岐阜

停車場前から今小町間が路面電車として開業したのを端緒とし、その後も美濃町線・忠節

線・鏡島線・揖斐線が順次開業していった。 

 

図 6 岐阜鉄軌道路線図 

竹下（2010）より一部抜粋の上転載 
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 岐阜市は岐阜県の県庁所在地であり人口約 40 万人16、都市雇用圏17でみると約 84 万人

と全国で 18 番目という中都市である。戦前から繊維産業が盛んであり、また岐阜県内の

交通の要衝・商業の中心地であった。地理としては、濃尾平野の北端にあたり、長良川が

市内を横断するが、市内北部を除いて平坦な地形が広がっている(図 7、8)。 

図 7 岐阜市の航空写真 

Google map より作成 青線：2005 年廃止部分，赤線部：2005 年以前廃止部分 

 

 

図 8 岐阜市地図 

岐阜観光コンベンション協会ホームページより転載18 

 

 

                                                   
16 国勢調査 2005 による。 
17 (1)中心都市を DID 人口によって設定し、(2)郊外都市を中心都市への通勤率が 10％以上の市町村とし、

(3)同一都市圏内に複数の中心都市が存在することを許容する都市圏設定である。 
18 岐阜市概要 

<http://www.gifucvb.or.jp/outline/index.php?cmsdsessionid=4c0845f19a869318eb98597e040e6fd1> 
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２．岐阜鉄軌道廃線の経緯 

 600V 線区は最大時で 60 km 以上の路線区間を有し、岐阜市周辺の都市基幹交通を担っ

ていた。しかし、1960 年代以降のモータリゼーションによって、まず不採算路線であった

高富線と鏡島線が廃止され、名古屋鉄道によって代替バスが設定された。これらの路線は

単線で輸送力が小さかったため代替バス化されたことによって輸送量が拡大した19。これ

らの路線跡は主に道路拡幅に用いられ、さらにモータリゼーションを進める一因となった。

この結果、1967 年には岐阜市議会によって、「名鉄市内線撤廃について20」という決議が

なされ、鉄軌道を市内から一掃し自動車優先の“先進的な”都市にしていくことが宣言さ

れた。その後は石油ショックもあり公共交通が見直されるようになり、鉄軌道廃線への流

れはおさまっていった。しかし、1987 年に中部地方交通審議会答申で、岐阜市内の公共交

通をバス輸送に一元化し、徹明町から長良北町間は廃止を検討することが提言された。さ

らに、1988 年に「ぎふ中部未来博」が開催されることが決定され、博覧会への輸送路確保

と道路の混雑解消のために博覧会開催前月に営業を廃止した。このように、戦後の一時期

は鉄軌道の縮小が都市の発展につながるという方針が行政にあったと考えられる。また、

郊外でも美濃町線の一部廃止、揖斐線の一部廃止、谷汲線の全線廃止がなされ、それぞれ

他の鉄道事業者やバス会社に代替されることになった。 

 図 9、10 に示すように、利用者は減尐を続けるとともに赤字も拡大した結果、2003 年

には名古屋鉄道は岐阜鉄軌道からの撤退を表明した。それから 2 年間にわたり沿線市町と

交渉が繰り広げられたが、名古屋鉄道は撤退方針を変えず営業を引き継ぐ先も決まらなか

ったために岐阜鉄軌道は廃線されることになった。この交渉において中心的な存在であっ

たのが名古屋鉄道と岐阜市であった。運行継続に名乗りをあげていた岡山電気軌道やフラ

ンスの公共交通運営請負会社コネックス社との交渉などを経て、上下分離方式による存続

などが検討されたが、岐阜鉄軌道の赤字部分を税金で埋めるには十分な財源を確保できな

いとしたのが、岐阜市が岐阜鉄軌道の存続断念を決定した大きな理由であった21。 

                                                   
19 徳田(2001) 
20 「市内を縦貫する電車軌道が交通障害の要因となっている。また、軌道の存続は路面の高度利用を阻

害し、都市美観を損なうこともあり、近代都市として好ましい姿ではない。岐阜市の飛躍的な発展と住民

の明るく住みよい、しかも平穏な市民生活を願うがゆえに、敢えて電車軌道の早急な撤廃を望む」(柚原

（2006）「岐阜線 未完のまま消えた LRT」『鉄道ピクトリアル』 より） 
21 岐阜市長記者会見「『路面電車について』市長より」(2004 年 7 月)では、他にも市民の理解が得られて

いないことも理由にあげている。 
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図 9 岐阜鉄軌道の輸送人員推移 

名古屋鉄道資料より作成 

 

 

図 10 岐阜鉄軌道の営業収支と岐阜市内線の輸送密度 

名古屋鉄道資料より作成 

 

３．岐阜鉄軌道廃線の問題と鉄軌道廃線の影響分析 

 岐阜市は戦後、モータリゼーションの中で自動車優先のまちづくりを推し進め、岐阜鉄

軌道の廃線は 2 節のような過程を経て決定された。しかし、廃線時点においてもその延長

は 30 km 以上におよび、他都市の路面電車と比較しても非常に長い路線であった。岐阜市

は人口 40 万人、都市雇用圏人口 84 万人と、全国の中でも決して尐ない方ではない。ヨー

ロッパにおいて LRT の代表的存在とされるストラスブールでは人口 26万人で都市圏とし
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ても 45 万人程度であり、その条件だけでみれば岐阜でも存続は可能であったように思わ

れる22。実際に、廃線直後においては鉄軌道を復活させ LRT 化させようとする動きがあっ

た。にもかかわらず、岐阜市は財政的な問題を主な理由として廃線してしまい、詳細な費

用便益分析や、地域の交通利便性への影響を検討することはなかったとのことである23。

では、岐阜鉄軌道の廃線は公共政策としては是認される決定だったのだろうか。以下では、

外部性の検討をともなった費用便益分析を行うことによって、岐阜鉄軌道の廃線が当時に

おいて望ましい決定であったかを検証する。費用便益分析を行う際には、乗換にかかる初

乗り料金を割り引いたときに各交通網の選択がどのように変わるのかのシミュレーション

を、鉄軌道存続の場合も合わせて行っている24。 

 

４．岐阜鉄軌道廃線の費用便益分析25 

 本節では費用便益分析の考え方を用いて、岐阜鉄軌道廃線の評価を行う。そのため以降

の分析では、公共交通網のもたらす効果を、 

 １．直接的効果：利用者便益の向上、事業会社の赤字拡大など 

 ２．間接的効果：外部性（渋滞軽減など） 

の 2 種類に分類し、それぞれに対して便益と費用の考察を行い、最終的に両者を比較考慮

することにより、鉄軌道廃線および代替案の分析を行う。 

 また分析の基準として、鉄軌道廃線後に岐阜バスによって設定された代替バス網を【代

替ケース】とし、政策の代替案として、鉄軌道を廃線すると同時に代替バスを設定し、乗

継運賃割引を実施した場合【代替‐割引ケース】と、鉄軌道を存続させ市内交通網間の乗

継運賃を割引した場合【割引ケース】の 3 ケースの考察を行う。 

 

 A)直接的効果の分析 

 交通網を敷設する場合、その中心的な目的は沿線利用者の交通利便性の向上にあり、交

通網敷設の直接的な便益とは、利用者満足度の水準、つまり消費者の便益であると考えら

れる。一方で、直接的に影響を与える費用は、交通網を敷設・維持するための費用であり、

今回のように交通網の廃線を考える場合には、施設の運営維持費を費用として考えればよ

い。そのため本分析では、鉄軌道の廃線による最終的な社会的余剰の変化分を導出するた

めに、利用者の便益から運営費等の費用を引いたもの、つまり、利用者の余剰変化分と、

交通網を管理する事業者の余剰の変化分を加えたものを、以降で導出する。 

 

                                                   
22 1967 年には軌道と鉄道にまたがる直通運転を新岐阜～本揖斐で開始し、乗換の不便を解消した。この

ような軌道線と鉄道線の直通運転は、カールスルーエ市電がドイツ鉄道へ乗り入れるいわゆる「カールス

ルーエモデル」が生まれる 25 年も前であり、岐阜鉄軌道は世界でも先駆的な鉄軌道であるといえる(柚原

(2006）)。 
23 岐阜市役所ヒアリングによる。 
24 このようなシミュレーションを行う理由は第 4 章による。 
25 詳しくは付録を参照。 



事例研究「都市地域政策と社会資本ファイナンス」 

 

- 14 - 

 

  ⅰ)利用者便益の推計 

 離散選択モデル(集計ロジットモデル)を用いて沿線住民の交通機関の選択行動を分析す

ることで、利用者の交通網ごとの需要関数を推計し、これを用いて利用者便益を消費者余

剰アプローチにより算出する。 

具体的には、利用者が鉄軌道を利用する経路(経路 T)とバスを利用する経路(経路 B)と自

動車を利用する経路(経路 C)の 3 つの中から、各経路で要する時間、費用、乗換回数、移

動距離、交通機関の特性の 5 要素に応じて、選択することを想定する。ロジットモデルの

効用関数は以下の式で表すことができる。 

                                                            

                                                

                                  

   ：経路 j に対する効用水準の確定項，      ：経路 j の価格，     ：経路 j の所要時間， 

      ：経路 j の乗換回数，         ：移動距離，         ：バスダミー， ：定数項 

 

このとき、各経路を選択する確率は、 

    
        

                          
 

となるため、上記効用関数のパラメータを推定することにより、路線の増減、価格や所要

時間などの条件が変化した際の、各経路の選択確率の変化を定式化することが可能になる。 

 

  ⅱ)事業者の余剰変化の分析 

 交通網を運営する事業者の余剰は事業者の経常収益であると考えられ、廃線の分析にお

いて事業者が赤字を出していた場合には、赤字額がその余剰の増加分であると考えること

ができる。今回のケースにおいて、名古屋鉄道は年間約 10 億円の赤字を岐阜鉄軌道の運

営において発生させていたため、鉄軌道の廃線によって事業者は約 10 億円分余剰が改善

することとなる。しかし、鉄軌道が廃止された後に設定された路線バスを運営する岐阜乗

合自動車（以下岐阜バスという）では毎年約 3 千万円の赤字を計上していることから、【代

替ケース】における最終的な事業者の余剰変化分は、両者の差分となる。また、乗継運賃

の割引を仮定する政策代替案では、割引にともなう収入の減尐分が事業者側費用として加

算されることとなる。 

 以上をまとめると、事業者の余剰変化は、以下の表 2 のとおりとなる。 
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表 2 事業者の余剰変化 

 

 

  ⅲ)鉄軌道廃線による直接的効果の分析 

 ⅰ)ⅱ)より、利用者と事業者の余剰変化を分析した結果が以下の表 3 になる。 

表 3 直接的効果の分析結果 

 

 この結果から、直接的な効果においては、鉄軌道を廃線し路線バス網を設定した【代替

ケース】において、社会厚生が改善したことが分かる。また、鉄軌道を廃線し乗継運賃割

引を導入した【代替-割引ケース】では厚生の改善額はさらに大きくなることが分かった。 

また、鉄軌道を維持しながら乗継運賃割引を実施する【割引ケース】においても、事業者

側の負担は拡大するものの、利用者の余剰が改善し、社会全体として余剰が改善されるこ

とが分かった。 

  

代替 代替ー割引 割引

軌道廃線の影響 10.36 10.36 0

代替バスの影響 -0.31 -0.31 0

運賃減額の影響 0 -0.37 -0.46

総計 10.05 9.68 -0.46

(単位/億円)

代替 代替-割引 割引

利用者 -3.62 -2.59 1.29

事業者 10.05 9.68 -0.46

(運賃減) -0.37 -0.46

6.43 7.09 0.82

余剰の変化額

厚生の改善額

(単位/億円)
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 B)間接的効果の分析 

 これまでは鉄軌道廃線の直接的効果に関する分析であった。本項では、交通網を敷設す

る間接的な効果を分析するために、鉄軌道廃線にともなう外部効果を、交通に影響を与え

る外部性と、まちづくりに影響を与える外部性の 2 種類に分けて分析を行うことで、沿線

に与えていた効果を考察する。 

 

  ⅰ)交通に影響を与える外部性 

 交通に影響を与える外部性としては、公共交通網の削減・変化にともなう道路交通量増

加による渋滞や事故の増加、自動車利用増加による環境負荷が考えられる。渋滞状況およ

び事故件数については道路交通センサス、ぎふ交通統計からその変化を計測する。また、

直接的効果を分析する際に導出した各交通網の需要関数を用いることで、道路交通の変化

を推計し、その変化にともなう CO2 排出量の変化を分析した。以下の結果を表 4 に示す。 

表 4 環境への外部不経済、推計結果 

 

 この結果から、鉄軌道を廃線した場合にはさらなる環境負荷が発生し、鉄軌道を存続し

乗継割引を行った場合にのみ、外部不経済を軽減させられることが分かった。また今後の

分析においては、CO2 価格の変動による結果への影響が軽微であることから、中位値であ

る 19€/t を採用して分析を行う。 

 

 岐阜鉄軌道が廃線となれば自動車利用者は増加し渋滞は悪化すると考えられるが、一方

で中心市街地では軌道が撤去されることで車線が増加するうえ、鉄道車両への配慮も必要

ないためスムーズな交通流の確保が可能になることも考えられる。渋滞状況に関しては道

路交通センサスの平成 11 年度版と平成 17 年度版より、岐阜鉄軌道沿線および中心市街地

の道路交通量の変化をみる。その結果、郊外から中心市街地に向かう路線において、岐阜

鉄軌道の廃線後に交通量は増加したが、中心市街地では自動車交通が減尐し、混雑度も緩

和されていた。また、岐阜市の交通量、渋滞長の調査報告でも、揖斐線方面および美濃町

線方面ともに「交通量に大きな変化はなく」と報告されている26。 

 次に交通事故は、鉄軌道に関しては第 3 章でも述べるが安全対策が万全といえる状況で

はなく、鉄軌道に関する事故も死亡事故を含め発生していた。そこで、岐阜県警察本部の

                                                   
26 岐阜市資料「路面電車廃止に伴う交通量・渋滞長影響調査について」 

代替 代替-割引 割引

898.628 850.953 -160.944

低位 0.005 0.005 -0.001

中位 0.020 0.019 -0.004

高位 0.023 0.022 -0.004

CO2(ｔ)

金銭換算

(億円)

CO2価格は低位5€/t、中位19€/t、高位22€/tとして算出

為替レートは、114.95円/€(2011/3/10のレート)を採用
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「ぎふ交通統計」に記載された事故件数により、廃線前後の事故件数を比較した結果、事

故の減尐率は岐阜中署管内、および鉄軌道沿線では岐阜県内と比較して若干ではあるが高

くなっている程度であり大きな差はない27。このように、渋滞や事故に対しては大きな影

響はなかったことから、今後の分析でも考慮しない。 

 

  ⅱ)まちづくりに影響を与える外部性 

 まちづくりに影響を与える外部性としては、沿線への住民集積効果や、沿線の経済活性

化、中心市街地の活性化などが考えられる28。そのため、鉄軌道の廃線前後の比較分析を

行い、沿線地域にこれらの効果が存在するかを考察することによって、鉄軌道が存在する

こと自体の効果を考察する。 

 鉄軌道廃線前後において沿線の地価が変化しているか、また人口密度が他地域に比べて

高くなっているのかを検定するため、地域メッシュを用いた分析を行ったところ、表 5 に

示すように地価変動率29、人口密度30ともに、鉄軌道の存在による効果を確認することはで

きなかった。また、中心市街地の活性化については岐阜市中心市街地活性化基本計画のフ

ォローアップ報告を参照した結果、岐阜鉄軌道が中心市街地に対して大きな影響を与えて

いないと考えられる31。 

表 5 統計検定量 

 

(左表単位/% 右表単位/人) 

左列数字は鉄軌道沿線からの距離(m)中に含まれるメッシュを指し、 

平均値の列はそれらメッシュの値の平均値を指している。 

  

                                                   
27 詳しくは付録を参照。 
28 宇都宮他（2010）では LRT の外部効果の直接的な指標として不動産価格の変化、間接的な指標として

中心市街地における歩行者の流入を紹介している。 
29 各年の都道府県地価調査における調査価格を、GIS を用いて地価を推計し、各メッシュの中心点をそ

のメッシュの地価として代表させている。 
30 国勢調査（2005） 
31 詳しくは付録を参照。 

平均値 ｔ値

500m以内 -0.265
1000m以内 -0.265 -0.023
1500m以内 -0.266 0.221
2000m以内 -0.266 0.337
2500m以内 -0.266 0.582
3000m以内 -0.267 0.823

地価変動率（2002-2007）

平均値 ｔ値

500m以内 824
1000m以内 785 0.646
1500m以内 757 1.181
2000m以内 735 1.643
2500m以内 726 1.853
3000m以内 728 1.890

人口密度（２００５）
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 C)まとめ 

 これまでの分析結果をまとめると、表 6 のようになる32。 

表 6 各効果の変化 

 

 この結果から、岐阜鉄軌道の廃線は社会厚生を改善するという意味では効果があったと

考えられる。そして、公共交通網の連絡性を高める施策、例えば公共交通網間の乗継運賃

割引を導入した場合には、鉄軌道を存続させていても社会厚生を改善できたことが分かっ

た。鉄軌道を廃線し乗継割引を導入した場合でも事業者の厚生は大きく改善しており、利

用者の厚生を保つ形でバス路線の再編を行うことで、利用者・事業者双方の厚生を改善す

る可能性があることを示している。 

                                                   
32 この表中、まちづくりの外部性に含まれている地価や人口集積の効果は、その他の効果の中に含まれ

ている可能性がある。しかし、本分析では鉄軌道によって地価変動や人口集積の効果がみられなかったこ

とが明らかにされており、最終的な分析結果に影響はないと考えられる。 

代替 代替-割引 割引

6.43 7.09 0.82

-3.62 -2.59 1.29

10.05 9.68 -0.46

-0.02 -0.02 0.00

-0.02 -0.02 0.00

変化なし 変化なし 変化なし

6.41 7.07 0.83総計

(単位/億円)

直接的効果

利用者余剰

事業者余剰

間接的効果

交通への外部性

まちづくりへの外部性
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第 3 章 

交通利便性と都市空間構造の変化 

 

 第 2 章において、岐阜鉄軌道廃線を対象とした費用便益分析をはじめとする様々な分析

により、岐阜鉄軌道は地域に対して大きな効果をもたらしていなかったことが分かった。

特に、公共交通網の設定によるまちづくり効果は廃線当時においては著しく低いという結

果となっていた。ここで生じる疑問として、岐阜鉄軌道はどの時代より、その効果が低下

していったのだろうか。本章では、岐阜鉄軌道のまちづくり効果の変遷を整理し、交通利

便性指標を用いることによって、都市空間構造の変化を動学的に考察する。 

 

１．岐阜鉄軌道と沿線に与える効果の変化 

 図 11 に示した、1920 年から 1970 年における岐阜市内各地区の人口変化（4 次メッシ

ュ〈500 メートル四方〉単位）をみると、鉄軌道沿線において増加しており、他鉄道路線

も含めた非沿線地域では増加はさほどみられていない。このことから、1920 年から 1970

年にかけては鉄軌道が人口集積に影響を与えてきたように見える。 

 

図 11 1920－1970 年のメッシュ内人口変化（人）33 

赤線：鉄軌道, 青線：国鉄線および鉄軌道を除く名古屋鉄道線 

 次に、1980 年から 2005 年までの人口密度の変化をまとめた図 12 をみると、中心市街

地において特に人口が減尐している。さらに、郊外においては鉄軌道の沿線にかかわらず

人口が減尐している地域もみられる一方、非沿線でも人口が増加している地域が存在する

ことが分かる。 

 

                                                   
33 以下のすべてのメッシュ地図は、1 メッシュ 500m 四方の 2 分の 1 地域メッシュである。 



事例研究「都市地域政策と社会資本ファイナンス」 

 

- 20 - 

 

 

図 12 1980-2005 年のメッシュ内人口変化（人） 

 

 ここで、人口密度の経年変化に対して、岐阜鉄軌道が有意に影響を与えているかの検定

を、第2章で行ったものと同様の推計法により行った。検定にあたり、鉄軌道の駅から500m

に含まれるメッシュ(1947 年時点では 170、2005 年時点では 111 個、以下同様)、1000m

に含まれるメッシュ(283、189 個)、1500m に含まれるメッシュ(383、258 個)、2000m に

含まれるメッシュ(482、332 個)、2500m に含まれるメッシュ(564、402 個)、3000m に含

まれるメッシュ(626、472 個)をそれぞれ抽出した。下の図 13、14 右の解説ではそれぞれ、

駅から 500m 以内に含まれるメッシュから順に、各右側の数値を各駅からの m での距離と

して追加的に含まれるメッシュを表している。 

 

図 13 岐阜鉄軌道の駅からの距離(1947 年) 
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図 14 岐阜鉄軌道の駅からの距離（2005 年） 

 

表 7 人口変化(人)に関する検定結果 

 

 検定の結果は表 7 のようになった。この表からも分かるように、1920 年からは沿線に

おいて 1500m 以遠との比較では有意に住民を集積させてきたことが分かる。一方で 70 年

以降においては、2500m 以遠との比較においては有意に人口が減尐している。また、必ず

しも有意ではないが、1000m 以内の沿線地域において特に周辺と比較して人口が減尐する

という負の効果が生じている。 

 

２．沿線に与える効果の変動要因分析 

 前節では、鉄軌道が地域に与える影響が、時代を経ることで低下していることを示した。

本節ではこの要因を、交通利便性指数(アクセシビリティ指数)を用いて分析し、定性的な

観点からも考察を行う。 

 

 A)交通利便性指標(アクセシビリティ指数)とは 

 本分析では、移動利便性を表す指標としてポテンシャル型アクセシビリティ指数を用い

る34。この指標は、住民が魅力と感じる施設(例えば、商業地、病院、学校など)との空間的

                                                   
34 加知他(2006)参照 

平均値 ｔ値 平均値 ｔ値

500m以内 644 -203
1000m以内 544 1.679 -167 -0.345
1500m以内 470 3.195 -107 -1.026
2000m以内 416 4.554 -46 -1.861
2500m以内 374 5.732 -5 -2.526
3000m以内 349 6.504 31 -3.165

1920-1970 1970-2005
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隔たりを指標化したものである。地域をメッシュに分割し、その地区内にすべての施設が

存在した場合には 1 の値をとり、地区と空間的、時間的距離が離れるに従い、数値が減尐

していく指標となる。 

 具体的には、以下の式によって定義される。 

   
         

    
  ，    

        
             

   
 
 , 

   
    

   
  

    
  

 

 ，     
    

i：評価地区，j：近隣地区，J：地区総数，k：評価項目(移動目的)， 

K：項目総数，m：交通手段，   ：評価項目 k の魅力度， 

   
 ：地区 i から地区 j へ交通手段 m で移動する際の交通抵抗(一般化費用)， 

    ，  ：パラメータ 

尾形他(2006)では、この定義を用いてパラメータ値を地域住民へのアンケート結果より推

計し利用しており、本分析でもその値を利用する。 

 以下の図 15 は、このアクセシビリティ指数を用いて、鉄軌道廃線前後の指数変化を表

示したものである。 

 

図 15 鉄軌道廃線と代替バス設定による 

公共交通アクセシビリティ指数の変化（廃線前を 1 としたときの値）35 

 

 この図のように、岐阜市西部で交通利便性が悪化している地域があるが、市全体でみれ

ば大きな変化は起こっていないことが分かる。 

 

 

                                                   
35 鉄軌道廃線前の公共交通アクセシビリティ指数を、代替バス設定時の公共交通アクセシビリティ指数

で除したもの。値が小さいほど、廃線により公共交通の利便性が低下したことを示している。 
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 B)アクセシビリティ指数が大きく低下しなかった要因 

 このアクセシビリティ指数は、当地区から他地区へ移動する際の交通抵抗が高ければ高

いほど低下する。ここでの交通抵抗とは公共交通の速達性および頻度を考慮した待ち時間

を含めたものである。 

 そこで、鉄軌道において速達性にどのような問題があったのかを考察する。先述したよ

うに、岐阜鉄軌道は郊外では専用軌道であり、市内線区間では併用軌道となっていた。専

用軌道では、バスなどの他の交通機関と比較して速達性は優れている。一方で、併用軌道

では最高速度は原則 40km に制限されており、道路上の信号にも従わなければならない。

また、道路交通法第 21 条では、「車両(トロリーバスを除く。以下この条及び次条第１項に

おいて同じ)は左折し、右折し、横断し、若しくは転回するため軌道敷を横切る場合または

危険防止のためやむを得ない場合を除き、軌道敷を通行してはならない。」とあり、原則と

して自動車は軌道敷に侵入できず、路面電車側は制限速度内で自由に走行できる。しかし、

同条 2 第 3 項では「『軌道敷内通行可』の道路標識等により軌道敷内を通行することがで

きることとされている自動車が通行するとき」においては軌道敷内を自動車は走行できる

と定めている。岐阜市内では全域にわたって「軌道敷内通行可」であったため、軌道敷内

に大量の自動車が乗り入れ、鉄軌道の正常な運行には大きな障害となっていた36。そのた

め、併用軌道内では速達性が担保されず、また遅延が慢性的に発生し定時運行に支障をき

たす事態となった。その結果として、鉄道の大きな利点でもある定時性が確保されている

はずの専用軌道内においてもダイヤ乱れが頻発していた37。 

 また、公共交通網の運行頻度も交通抵抗に影響を与える。鉄軌道のピーク時の便数は 1

時間あたり 6 本である一方、同じく郊外と中心市街地・JR 岐阜駅を結ぶ岐阜バス38「岐阜

高富線」は岐阜市外の「岐北病院前」を 6 時台に出発するバスが 8 本であるなど、鉄軌道

が郊外と中心部を結ぶ路線として特別に高頻度というわけでもなかった。このような事情

から、鉄軌道の交通抵抗は比較的高くなってしまっているため、十分に利便性を向上させ

られていなかった。 

 次にバスとの競合が進んでいたことも大きな要因としてあげられる。美濃町線では岐阜

バスの路線との重複がみられた。美濃町線は県道 92 号線および国道 156 号線と並行に走

っている部分があり、それらの道路において岐阜バスが大洞団地線、岐阜上之保線を運行

していた。これらは美濃町線と同様に JR 岐阜駅周辺と郊外を結ぶ路線であり、廃線前は

この重複部分においては競合関係にあった39。例として岩田坂（図 16 黄色地点）において

は、新岐阜に向かう本数では、平日 7 時台で鉄軌道 4 本、バス大洞団地線・岐阜上之保線

合計で 7 本が運行されており、所要時間(ダイヤ)は鉄軌道 31 分、バス 21 分、普通運賃は

                                                   
36 さらに、軌道上を大型車も通行するため軌道の損傷が激しく、振動や騒音などの面から快適性にも大

きな影響を与えていた。 
37 専用軌道内は単線であるため、併用軌道部におけるダイヤ乱れを容易に修正するのは困難であった。 
38 名古屋鉄道が株式の 66.9%を占める名古屋鉄道の子会社である。 
39 鉄軌道が廃線された際は、上之保線の増便だけで対応されていることからも確認できる。 
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鉄軌道 310 円、バス 350 円となっていた40。このように、運賃の比較だけでは鉄軌道は優

位にあったが、それ以外の要素では务っていたことが、廃線したとしても大きな影響を与

えなかった理由と考えられる。 

 次に、自動車利用の利便性についても言及する。図 17 は自動車と公共交通のアクセシ

ビリティ指数である。左図の自動車の方が全体的に色は濃いことから、自動車のアクセシ

ビリティ指数は市域全体において公共交通よりも高くなっていることが分かる。つまり、

住民にとって公共交通よりも自動車を利用した方が各魅力施設までのアクセスはよく、こ

れも自動車利用が進み、公共交通網への需要を失わせている要因であると考えられる。 

 

図 16 美濃町線と岐阜バスの重複部分（黄点が岩田坂） 

 

 

図 17 自動車アクセシビリティ指数（左）と公共交通アクセシビリティ指数（右） 

 

 

                                                   
40 第 3 章と同様に、鉄軌道は「駅すぱあと 2005 年 3 月版」、バスについては「岐阜バス時刻表 2004 年

10 月 1 日改正」を用いて計測した。ただし、定期運賃ではこの格差はさらに大きく広がる。 
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 C)定性的な分析 

 第 2 章の費用便益分析において推定された交通機関選択モデル(付録の表 1 参照)で、バ

スダミーは有意に正の値であると推定された。このことは、岐阜市民は時間や費用などが

同じ条件においてバス・鉄軌道と自動車の選択肢がある場合は、バスを選択する利用者は

多くなるということを示している41。この要因として、例えばバスと鉄軌道の乗降の仕方

をあげることができる42。 

 岐阜市のバスでは、多くの他都市と同じように車道脇の歩道において乗降を行っている。

しかし鉄軌道の併用軌道部分では図 18 左にみられるように、緑色に縁取られた車道上に

おいて乗降することになる。新岐阜駅前駅を除いて、すべての電停はこのように安全島43の

ない場所で乗降しなければならない44。岡山市のような他都市の電停は図 18 右のようにな

っており、自動車の通行とは関係なく乗降できるため、乗降に際する危険はほとんどない。 

 

図 18 電停の安全島の有無による安全性の違い45 

 

 第 2 章の定量的な分析でも軌道敷内通行可について述べたが、軌道優先対策がとられな

かった大きな要因としては、軌道敷内通行不可とすること、あるいは安全島を設置するこ

とは、車道幅を制限し自動車の通行を大きく阻害するためである46。公共交通が最優先の

まちづくりであれば、自動車の通行を阻害してまでもこれらの措置を実施することになる

                                                   
41 「バスに比べ経路、行き先に対する不安感がなく、視認性にも極めて優れており、高齢者にとって安

全に、そして安心して利用することができる公共交通機関」(揖斐線・美濃町線・岐阜市内線等沿線市町

対策協議会検討資料より)とあるように、本来は鉄軌道の方が利用に際しての効用がバスと比して高くな

る、鉄道バイアスがあるはずと考えられている。 
42 鉄道バイアスについて、Edson L. Tennyson(1989）「Impact on Transit Patronage of Cessation or 

Inauguration of Rail Service」は、鉄道では条件が同じであれば、バス利用よりも 34%から 43%利用者

が増えると示している。この要因として、はっきりとした路線ルート、縁取られ守られた乗降場、よりし

っかりして安全で快適な乗り物、煙や過度な騒音もないこと、より思いやりのある車体容積をあげている。 
43 路面電車に乗降する者の安全をはかるため道路に設けられた島状の施設（道路交通法第 2 条第 1 項第

6 号）。 
44 1992 年には電車を待っていた高齢者がトラックにはねられて死亡するという事故が発生した。2000

年にも高齢者が自動車にはねられ大けがを負っている。 
45 左図は岐阜市の徹明町駅の、右図は岡山市の郵便局前駅の様子。 
46 軌道敷内通行不可化、および安全島の設置は、岡山電気軌道が名古屋鉄道撤退後の運行を継続するに

あたって、岐阜市に提示した条件でもある。 
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が、岐阜県警察では、道路断面交通量において自動車が最も多いことから（表 8）、自動車

利用を重要なものとして扱ったことは自然な考えだとしており47、岐阜市もこれらの措置

には消極的であった。さらに、先述したように岐阜市議会では「名鉄市内線撤廃について」

として自動車優先のまちづくりを行うことが決議されており、自動車の渋滞を招いてまで

鉄軌道の走行を優先するべきではないと判断されていた。 

表 8 道路交通断面量 

 

 

 次に考えられる要因として、岐阜市が名古屋市と非常に近接していることがあげられる。

2010 年 3 月のダイヤ改正までは岐阜－名古屋間は JR の特別快速・新快速において 18 分

で結ばれており、普通も含めて 1 時間あたり 8 本の便数があるため名古屋への移動の利便

性は非常に良い。名古屋駅では 1999 年に新しい駅ビルが完成し、百貨店を中心とする商

業施設が多く入居した。JR 東海道本線沿線の岐阜県南部からの利便性が高いため、岐阜

市内の百貨店を中心とした中心商店街の商業的魅力は相対的に減尐してしまった。さらに、

図 19 に示すように 1986 年に岐阜市郊外に西岐阜駅が設置されたことで、岐阜市郊外から

中心部を経由することなく名古屋都市圏に行くことができるようになった。また、1989

年以降においては西岐阜駅の西にある穂積駅の周辺で駐車場が多く設置されるようになり、

揖斐線沿線を含む郊外部の住民が、穂積駅に駐車し名古屋に訪れるようになった。このた

め、鉄軌道の利用者は減尐し、さらに廃線したとしても沿線に大きな影響を与えない要因

になったと考えられる。 

 

図 19 JR 東海道本線 

青点は左上から右に穂積駅、西岐阜駅、岐阜駅 右下青点が名古屋駅 

                                                   
47 岐阜県警察は、軌道敷内通行可としていたが、安全島設置には反対ではなかった。しかし車道幅員か

らそれらは不可能であったため、道路改良等の検討を道路管理者へ要請していた。特に、安全島設置に関

しては、安全性確保から道路管理者へ要望していた。 

歩行者類(人） 自転車類(台） 乗用車(台） バス(台） 貨物車類(台） 路面電車(人）

国道157号　岐阜市神田町 826 2677 11022 404 3290 2783
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 D)政策の問題点 

 岐阜市は 2002 年度よりバス利用促進のために、旧運輸省・旧建設省・警察庁が所管す

るオムニバスタウンという補助制度を活用し、バス単独での再編・再構築を行い、バス事

業の高度化を目指していた。その翌年度に名古屋鉄道は岐阜鉄軌道からの撤退を岐阜市に

打診している。以後、2003 年 11 月に総合交通社会実験が行われ、鉄軌道では軌道敷内通

行不可化や安全島の設置、バスではバス優先レーンの設置によって利便性向上が試みられ

た。しかし、その社会実験において、それぞれの交通機関の特性に応じた役割分担をはか

る考え方は弱く、それぞれの機関がその範囲内で利便性向上をはかったのみであった。岐

阜鉄軌道廃止までは、鉄軌道とバスという二つの公共交通網が存在していたが、バスにの

み補助金が設定されバス単独での再編・再構築が行われていた。鉄軌道とバスは競合する

関係であることが前提であり、連携をはかるための具体的行動はなかった。 

 さらには、鉄軌道廃止以前には岐阜市内には岐阜バスのほか、岐阜市営バスと名鉄バス

が存在していた。それらと岐阜バスとの間での乗継等の連携はなく、その後路線がすべて

岐阜バスに移管されたものの 2006 年に IC 乗車券「ayuca48」が発行されるまでは乗継割

引はなく、乗り換える度に初乗り料金が必要となっていた。各公共交通網、各社、各路線

がバラバラなものとして扱われ、それぞれの公共交通機関の特性を組み合わせた総合的な

公共交通整備が行われていたとは言い難い。 

 その後、岐阜鉄軌道が廃止された際に、バス事業は岐阜バス 1 社に統合された。廃止後

導入された代替バスには、国土交通省の生活交通路線維持費補助金が交付されることにな

り、2008 年に国土交通省により地域公共交通活性化・総合再生事業が開始されると、岐阜

市も認定されバス路線の幹線・支線化といった路線網の再編が行われるようになった(図

20)49。 

                                                   
48 ayuca 利用であれば、初回乗車後から 45 分以内に別路線に乗車すると 40 円の割引がなされる。 
49 岐阜市は鉄軌道廃止後の 2006 年に岐阜市総合交通政策を策定している。これは、幹線・支線・コミュ

ニティバスが連携した公共交通ネットワークを確立させることでだれもが自由に移動できる交通環境社

会を実現しようとするものであり、以降でも岐阜市では地域公共交通活性化再生総合事業を用いて、2009

年に策定した岐阜市総合交通戦略のもとでバスを中心に据えた交通戦略を描いている。その戦略では、幹

線となっている岐阜大学病院線に連節バスを導入し、高度なロケーションシステムを取り入れるなど

BRT ともいえる政策を実施している。また、高頻度に運行される幹線と、幹線との乗換の利便性が確保

された支線とを区別することで、すべてのバスが直接中心部に乗り入れることによる都心区間の非効率を

防ぐとともに、コミュニティバスを導入することで、幹線と支線ではカバーしきれない地域の最低限の足

の確保をしようとしている。このコミュニティバスについては、利用者負担の部分もあるが赤字部分にお

いて行政や自治体から補助金が出されることが前提となっている。 
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図 20 岐阜市交通政策の流れ50 

 

３．どのような対策をとり得たか 

 これまで、岐阜鉄軌道がまちづくりに影響を与えることができなかった要因を分析して

きたが、それではどのような対策をとり得たのだろうか。 

 2003 年 1 月に名古屋鉄道が岐阜鉄軌道の経営撤退方針を明確化させたことから、前述

のように、その年の 10月から11月にかけて岐阜市では総合型交通社会実験を実施した51。

この実験では、鉄軌道のネックであり名古屋鉄道が要望し続けてきた、軌道敷内通行不可

化や安全島設置が実行された。ただし自動車交通への影響を抑えるため、軌道敷内通行不

可化は併用軌道部分の一部 2.1km のみで実施され、また安全島設置も新岐阜駅前と西野町

の 2 駅のみと非常に限られた実験であった。 

 実験の結果、実験区間の一部では定時性は上がりまた速達性も若干改善されたが、利用

客数はほとんど増えなかった。また、事後のアンケートでは安全島は利用者の多くが是非

設置してほしいと答えたが、自動車利用者の回答者は半分以上が安全島を設置すべきでは

ないと回答している。これら一連の実験によって短期的に軌道敷内通行不可化や安全島設

置がなされたが、鉄軌道の利用に大きな影響を与えることはできなかった。その上、自動

車利用者から多くの反対の声が寄せられ、また安全性の向上や公共交通網による集客が見

込まれるはずの沿線住民でさえも渋滞や事故の危険から反対意見が多数を占めた。このこ

とから、これらの施策は幅広い住民の合意が必要であるが、公共交通の発達によって便益

を受けると思われる沿線住民にとっても抵抗感のあることだったことが分かる。 

                                                   
50 岐阜市バス路線補助制度は、岐阜市営バスが岐阜バスに移管された際に、移管路線の補助を目的とし

て創設された制度である。 
51 岐阜市（2003）「岐阜市総合型交通社会実験 ～将来の交通体系確立に向けて～」 
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 これらの条件のもとでどのような対策をとり得たのかを検証するために、第 2 章におい

て公共交通網の連絡性を高め、乗継運賃を割引する施策について、シミュレーションを行

うことによってその効果を分析した。結果として、鉄軌道の廃線・代替バス化の如何を問

わず、社会厚生を改善することが分かった。 

 より抜本的な改善策として、名古屋鉄道元副社長の柚原誠氏にヒアリングに伺った際、

鉄軌道存続において、以下の図 21 のように鉄軌道の路線を単線で敷設しなおし環状線化

する案を伺った。これまで述べてきたように、(永続的な）軌道敷内通行不可化および安全

島設置が鉄軌道の利用を促進するには効果的である可能性に言及してきたが、これらの実

施が難しいのは自動車の通行に支障をきたすためであった。既存の路線は複線であったた

め、線路 2 本分の敷地を必要としていたが、単線化することで線路 1 本分を自動車の通行

に供し、その代わりに軌道敷内を通行不可にするとともに車道上に安全島を設置するとい

う案である。この案は実現されることなく岐阜鉄軌道は廃線されることになったが、この

案が実現した際の効果についてシミュレーションを行う。 

 

図 21 岐阜市内線環状線化案 

青線：既存路線，赤線：新規敷設路線，緑線：単線化路線 

 

 岐阜市内線を単線・環状線化するにあたって、便益については走行速度上昇による所要

時間の短縮、安全島設置による利用環境の改善、費用については新たな路線を敷設し既存

路線を再整備する費用を取り上げる。各項目について詳述すると、便益については軌道敷

内通行不可とすることで電車がより高速で走行できるようになり所要時間の短縮をはかる
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ことができる52。第 4 章でも述べるが、全線軌道敷内通行不可である富山市内線の表定速

度(約 15.6km/h)で単線化された路線部分を走行可能できると仮定した。また、安全島の設

置による安全な乗降を可能とする施策であるが、乗降の安全が確保されバス利用による効

用に近づけることができると考えられるため、①バスダミー分の効用を鉄軌道利用者に追

加しない場合、②バスダミー分の効用を半分程度追加する場合、③バスダミー分の効用を

同程度追加する場合の 3 つのパターンを設定する。次に費用については、富山市内線環状

線化時の敷設費用を参考とした53。その推計結果は以下の表 9 のようになる。 

表 9 シミュレーション結果54 

 

 

 このように、単線・環状線化することで利用者便益は上昇するが、軌道敷内通行不可化

し運行速度を上昇させることのみによって発生する社会的純便益は非常に小さい。単線・

環状線化の費用を勘案して費用便益比から実施するかどうかは、「どれだけ安全島の設置に

よってバス利用の状態に近づけるか」によると考えられる。しかし、第 2 章の費用便益分

析において、敷設費用が 0 円であると仮定しても、岐阜鉄軌道を廃線し代替バスを導入す

る【代替ケース】の方が社会的余剰の増加は大きい結果となり、岐阜鉄軌道は単純な一部

単線・環状線化のみによっては廃線を免れられなかったものと考えられる。 

  

                                                   
52 中京都市圏パーソントリップ調査での小ゾーンのサンプルにおいて、単線・環状線化によって速度を

向上させられるのは新岐阜駅前駅を利用するケースのみであった。このケースでは、環状線となる金町駅

から新岐阜駅前駅に至る所要時間を 6 分から 4.6 分に短縮できる計算となる。 
53 富山市内線都心線は 0.9km の単線路線で、軌道設備や軌道路盤の整備で 22.4 憶円を要した(公共交通

支援センター「富山市の路面電車を活かしたまちづくり『富山環状線・セントラム』」より）。岐阜市内線

単線・環状線化では、単線の新設は 0.7km であるが、既存複線部分 1.2km の再整備・安全島の設置も行

うとして、再整備部分は新設の半額の費用として算出した。運行経費については、路線長自体が大きく変

化するわけではなく、また新たな車両の導入を必要とするわけではないので費用に含めていない。 
54 割引現在価値は社会的割引率を 4%とし、30 年の期間で計算した。 

バスダミー無 バスダミー半分 バスダミー同程度

利用者便益の変化 0.024 1.377 4.028

割引現在価値 0.435 24.769 72.444

敷設費用

B/C 0.01 0.77 2.24

(単位/憶円)

32.37
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第 4 章 

岐阜と富山の鉄軌道比較 

 

 これまで岐阜鉄軌道に関して、住民やまちづくりに対してどのような効果をおよぼして

きたのか、そしてなぜ効果がみられなかったのかを定量的、定性的に分析してきた。ここ

で、本章ではさらに岐阜鉄軌道の特性を明らかにするために、鉄軌道の成功事例とされる

富山市と比較していくこととする。 

 

１．富山の軌道線 

 富山市では中心市街地周辺を結ぶ路線として二つの鉄軌道線が導入されている。一つは

富山ライトレール線であり、もう一つは富山地方鉄道富山市内軌道線55である。 

 富山ライトレール線は 2006 年 3 月の JR 富山港線の廃止にともない、2006 年 4 月に改

めて富山市が主に出資する富山ライトレール株式会社が LRT として改良し運営している。

JR から第三セクターに移管される際に、富山駅北から奥田中学校前踏切にかけて 1.1km

（全体では 7.6km）の併用軌道が新設され、富山駅から下奥井駅までの一部ルートは廃止

された。また、駅間 600m を目安とし 4 か所の駅が新しく設置された。さらに、将来の富

山地方鉄道富山市内軌道線への乗り入れ等を視野に入れ、架線電圧の変更やホームの高さ

の変更なども行われた56。そして、最も大きな変更点が、車両の更新と本数の大幅増であ

る。車両はすべて低床式の新車両を導入し、運行頻度はラッシュ時 10 分間隔、日中 15 分

間隔と運行本数を JR 時の三倍以上とし利便性を高めた他、接続するバスの路線再編や結

節点の整備を行った57。 

 富山地方鉄道富山市内軌道線は、本線、支線、安野屋線、呉羽線、富山都心線の総称で

あるが、事実上は 1 つの路線であり、南富山駅前～大学前の 7.3km に及ぶ。1913 年に富

山電気軌道として開業したのちに、1920 年に富山市に譲渡、1943 年には富山地方鉄道に

譲渡された。最盛期の 1960 年代には約 11km の路線を有していたが、岐阜鉄軌道と同様

にその後は路線の縮小が相次いだ。しかし、2009 年には富山都心線として丸の内～西町

0.9km を開業させ、環状運転を開始している。また、同時期に低床車両として 9000 形(セ

ントラム)と T100 形(サントラム)が導入されている。 

 富山市は富山県の県庁所在地である。2005 年の国勢調査では人口約 42 万人、都市雇用

圏でみると約 54万人と全国で 39 番目の都市であり岐阜市と同様に中核市に指定されてい

る(表 10)。地理としては、神通川や常願寺川によって形成された富山平野が広がっており、

岐阜市と同様に平坦な地形が広がっているといえる(図 22)。 

                                                   
55 富山地方鉄道は他に鉄道線も運営しているが、有価証券報告書でも鉄道事業と軌道事業で切り離して

営業収益を計上しているなど、富山市内軌道線は独立して運行されていると考えられることから、今回の

研究では富山市内軌道線のみを対象とする。 
56 服部（2006） 
57 宇都宮・服部（2010） 
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表 10 岐阜市と富山市の人口比較 

 

 

図 22 富山市の航空写真 

Google map より作成 

赤線部：富山ライトレール線，青線部：富山市内軌道線（岐阜と同縮尺） 

 

２．岐阜と富山の事例比較 

 A）岐阜と富山の置かれた環境 

 先述したように、2005 年における自動車検査登録情報協会の発表によると富山県の一世

帯あたりの乗用車保有は 1.716台と全国都道府県で 2番目に高く、同じく岐阜県では 1.655

台と 4 番目に高い58。乗用車保有率が高くなるほど、自動車を用いた移動が多くなり、そ

の結果として公共交通の維持には不利となる。つまり、両県とも公共交通の存立条件は良

くないといえる。また、乗用車保有率が高いこととも関連するが、富山市では公共施設の

郊外流出が進んでいる(図 23)。岐阜市でも県庁が 1966年に郊外に移転したのを皮切りに、

多くの公共施設が郊外に移転していった(図 24)。これらの郊外移転は、中心部への立地と

比較して自動車利用者にとって相対的に便利であり、公共交通の利用は控えられると考え

られる。 

 

 

 

                                                   
58 自動車検査登録情報協会 <http://www.airia.or.jp/number/index.html> 

都市雇用圏人口 中心市単独人口

岐阜市 830,623 399,931
富山市 543,931 421,239

(単位/人)
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図 23 富山市公共施設の移転状況 

出典：富山市都市マスタープラン 

 

 

図 24 岐阜における公共施設の立地 

出典：岐阜市ホームページ「岐阜市の公共施設マップ」より一部抜粋 
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 岐阜市と富山市の産業についてみていくこととする。岐阜市も富山市も城下町として発

展し、各県の県庁所在地として商業を中心に発展している。各市の産業別就業者別人口を

図 25 に掲載する。 

 

図 25 産業の違い59 

 

 この図のように、両市とも製造業と商業・サービス業を中心とした産業構造となってお

り、岐阜市と富山市では産業については大差ないように思われる。一方で、他市町村との

従業者の流出入についてみると、表 11 からは、岐阜市と富山市とも昼間人口は夜間人口

よりも高く、周辺市町村から人口が流入している構造がみてとれる。しかし、岐阜市にお

いては他県（主に愛知県）に大幅に人口が流出しており、都市内や近距離での交通需要よ

りも他県と接続するような広域公共交通機関の需要が高いといえる。このことからも、富

山市は近隣にそれ以上の規模を誇る都市は存在しないが、岐阜市には名古屋市という大都

市があり、岐阜市は名古屋都市圏の一部としての機能を担っていることがうかがえる。 

表 11 岐阜市と富山市の人口流動60 

 
                                                   
59 2005 年国勢調査「産業別就業者数」 
60 岐阜県「平成 17 年国勢調査 従業地・通学地集計結果の概要」 

<http://www.pref.gifu.lg.jp/kensei-unei/tokeijoho/kohyoshiryo/jinko-jutaku/kokucho/2005/kokuchojug

yo-tsugaku2005.html> 

 富山県「平成 17 年国勢調査従業地・通学地集計結果(富山県分)の概要」 

<http://www.pref.toyama.jp/sections/1015/lib/kokucyo/h17/jyugyoti/jyugyoti.pdf> 

399,831 415,614 1.039 446,588 420,676 1.062

流出人口 流入人口 流出人口 流入人口

他市町村 65,052 80,835 他市町村 23,926 49,838
内他県 22,229 12,994 内他県 2,839 2,725

岐阜市 富山市 

昼間人口 夜間人口 昼間人口 夜間人口
昼夜間

人口比率
昼夜間

人口比率
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 次に、岐阜の鉄軌道と富山の鉄軌道の走る道路の幅員についても検討する。まず、岐阜

鉄軌道では軌道内通行可であり、最も利用者の多くなる新岐阜駅前から徹明町にかけて走

る国道 157 号線での幅員は 25m から 27ｍ（新岐阜駅前駅部は 27ｍ）と狭くなっている61。

一方で、富山ライトレール線では新たに併用軌道となった路線では単線が敷設され、都市

計画道路綾田北代線において両側で 4 車線であったものを 3 車線へと変更、都市計画道路

富山駅北線では再開発にそって幅員 60m の道路に敷設された。富山市内軌道線では、多く

の路線で片側 1 車線の道路となっており軌道敷内通行不可となっている。道路幅員でみれ

ば富山駅前駅から荒町駅までの間は車道部の幅員が 25m から 35ｍ（富山駅前駅部は 34ｍ）

で、新設された都心線の富山立山公園線では片側 3 車線の道路に敷設されており、他部分

も幅員の広い道路に隣接した道路に設置されている。 

 沿線における土地利用についてもみていくこととする。岐阜鉄軌道では図 24 でもみた

ように、沿線における商業施設や公共施設の立地を促進してきたわけではなく、沿線にお

いても有意に人口を集積させられているわけではなかった。対して富山市では、2007 年以

降ではあるが、住宅の立地を促進する政策を打ち出している。その政策とは公共交通沿線

居住支援事業制度要綱62による居住推進政策であり、鉄道の駅から半径 500m 以内、1 日

60 本以上の運行があるバス路線の停留所から半径 300m 以内を対象として、この区域内に

建設される住宅を助成する制度である。この公共交通沿線居住推進事業によって沿線土地

利用施策と有機的連携をはかり、公共交通の活性化をさらに推進しようとしている63。 

 また、富山ライトレール線では奥田中学校前駅以北の全駅で、富山ライトレールへの移

管に合わせて駐輪場が新設された。一方、岐阜鉄軌道での揖斐線および美濃町線において、

駐輪場の整備は重要視されておらず、パークアンドライドなどの手法を特段採用していた

わけではなかった。 

 最後に岐阜市と富山市の財政状況についても概観する。表 12 からも分かるように、富

山市は 2005 年 4 月 1 日の合併によりその行政区域面積は非常に広いこともあるが、富山

市と比較して岐阜市は財政状況からみるとすべての指数で好ましい状態にある。岐阜市は

赤字補填について財政負担に耐えられないとした理由から、岐阜鉄軌道への補助による存

続を断念したが、岐阜市より財政状況の悪い富山市が鉄軌道による公共交通網の維持に積

極的である。このことから、岐阜市は公的補助をともなった岐阜鉄軌道の存続という選択

肢は可能ではあったが、政策判断として鉄軌道を公共交通として選択しなかったというこ

とが明確になったといえる。 

 

                                                   
61 道路交通センサス平成 17 年度 
62 「鉄軌道を始めとする公共交通を活性化させ、その沿線に居住、商業、業務、文化等の都市の諸機能

を集積することにより、公共交通を軸とした拠点集中型のコンパクトなまちづくりをめざす」とした都市

計画マスタープランを受けて、2007 年 10 月に策定されたものである。 
63 今井他編(2010)  
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表 12 2009 年度岐阜市と富山市の財政状況64 

 

 

 B）岐阜と富山の鉄軌道線運営における差異 

 岐阜鉄軌道は名古屋鉄道が運営を行い、利用者数は 2003 年で 3613 千人と推計され65、

年間では 10 億円近い赤字を出していたことは先述したとおりである。対して富山ライト

レール線では 2009 年度 1844 千人の利用者であり鉄道事業として約 5 千万円の赤字、約 5

億円の補助金が入れられた結果として会社全体で約 3 千万円の黒字を計上している(表

13)66。また、富山市内軌道線は富山地方鉄道が運営し、2009 年度の利用者は 3741 千人で、

約 1.5 億円の黒字を計上している(表 14)。 

表 13 富山ライトレール株式会社収益（2009 年度）67 

 

 

                                                   
64 中核市市長会 「中核市の紹介」 <http://www.chuukakushi.gr.jp/introduction/index.html> 
65 名古屋鉄道は岐阜鉄軌道の利用者数を路線別で公表しているが、それらには乗継いで利用している利

用者も多数いることから重複がみられる。富山市の各線と比較するために、2003 年に 2 日間にわたって

計測された乗降客数から、年間の利用者数を推計している。 
66 富山ライトレール株式会社「第 6 期事業報告」 

<http://www7.city.toyama.toyama.jp/public/houjin/light/05.pdf> 
67 富山ライトレール株式会社「決算報告書第 6 期」 

<http://www7.city.toyama.toyama.jp/public/houjin/light/04.pdf> 

行政区域面積 歳入総額 歳出総額 実質単年度収支
㎢ 千円 千円 千円

岐 阜 市 411,884 202.89 5,367 146,675,192 131,881,284 1,296,388
富 山 市 417,308 1,241.85 4,030 179,648,209 170,288,283 △ 101,181

積立金現在高 地方債現在高
千円 千円

岐 阜 市 0.87 90.4 8.2 23,661,862 129,250,063
富 山 市 0.81 91.0 12.4 9,839,697 223,815,678

財政力指数

人口集中地区
人口密度(人/㎢)

項　目 
住民基本台帳
登録人口(人)

項　目 
実質公債費

比率(％)
経常収支
比率(％)

営業収入 302,391

営業費 356,108
営業損失 -53,717

営業収入 14,650
営業費 61,666
営業損失 -47,016

-100,733

受取利息 300
雑収入 407 706

-100,026
補助金 505,826

工事負担金等受入額 58,556 564,382
固定資産圧縮損 220,637
雑損失 211,584 432,220

32,135

1,961
30,175

(単位/千円)

【 特別損失 】

税引前当期純利益 
法人税、住民税及び事業税 

当期純利益 

【 鉄道事業 】

【 自動車事業 】

全事業営業損失

【 営業外収益 】

経常損失 

【 特別利益 】
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表 14 富山市内軌道線収益（2009 年度）68 

 

 

 富山ライトレール線では、上下分離に近い公設民営方式がとられている。運行自体は第

三セクターである富山ライトレール株式会社が行うが、その施設や車両などのインフラ部

分については富山市からの補助金69が充てられている。その結果、運行自体は赤字である

が補助金によって会社としては開業以来黒字を計上し続けている。また、富山地方鉄道は

民間会社であるが、2009 年開業の都心線は上下分離方式70によって建設された。その結果、

富山市が軌道や車両等の設備を保有し補修費も負担するため、富山地方鉄道は開業と今後

の運行にあたっても負担は軽減されている。一方、岐阜鉄軌道については、名古屋鉄道が

赤字分の内部補填を行ってきたが、岐阜鉄軌道から廃線を表明した際には上下分離方式に

近い形での存続が検討された。しかし、運賃収入が運行経費における人件費をも下回って

おり、富山ライトレールと同様の運行形式を採用しても運営は難しかったといえる。 

 次に鉄軌道と同じく都市内公共交通を担うバスの路線との競合・連携について比較して

いく。岐阜鉄軌道では、岐阜市内線においてはバス路線と完全に競合しており、郊外部で

も揖斐線の一部を除いては競合関係にあった。これらは、岐阜鉄軌道廃線における代替バ

スの設定が、美濃町線では増便で、揖斐線においても一部路線の開設と増便のみで対応さ

れていることからも明らかである。鉄軌道を経営する事業者はバスを経営する事業者の親

会社であったが、それらが競合しないように調整されることはなかった。一方で富山にお

いては、富山地方鉄道が鉄軌道とバス路線71の双方を運行している。その結果、図 27 から

も分かるように、中心部でも路線の重複がないように調整されており、鉄軌道が走ってい

ない地域をカバーするよう設定されている。 

 

                                                   
68 富山地方鉄道株式会社「有価証券報告書第 127 期」 
69 開業にあたっての整備についても多額の税金が投入されている。総事業費は 58 億円にのぼるが、富山

港線の高架化事業を中止することで発生する 33 億円の事業費を原資とし、廃線における補助金などを活

用した結果、富山市は本来事業者が負担しなければならない 13 億円を負担するにとどまっている。 
70 2007 年に施行された「地域公共交通の活性化及び再生に関する法律」によって可能になった。 
71 一部は 100%出資の富山地鉄中央バスによって、富山地方鉄道から移管された路線で運行されている。 

旅客運輸収入 503,820

運輸雑収 72,567
軌道事業営業収益合計 576,387
運送営業費 360,851
一般管理費 26,622

諸税 10,527
減価償却費 28,789
軌道事業営業費合計 426,790

149,596

営業収益

営業費

軌道事業営業利益

(単位/千円)
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図 26 岐阜市内バス路線図(2003 年)72 

黒線は岐阜鉄軌道の路線 

  

                                                   
72 岐阜乗合自動車「岐阜市内均一区間路線図 平成 15 年 4 月 1 日」 
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図 27 富山市内バス路線図(2010 年)73 

 

 富山ライトレール線では、富山港線時代には競合していた富山地方鉄道のバス路線が、

富山ライトレール線開設時に廃線となった。そして、バス沿線地域と富山ライトレール線

を結ぶフィーダーバスが設定された。この路線の開設により、平日では富山ライトレール

線の乗客の 13.3%、休日では 9.2%74がバスからの転換利用であるように、中心部への移動

手段を鉄軌道に限定したことによって、効率的な輸送ができているといえる。また、これ

らフィーダーバスとは乗換の利便が考慮されており、それまでのバス沿線では乗換が必要

なかったことの代償として、バスから鉄軌道への乗換は同一ホームで行えるよう設計され

ている75。 

 また、富山ライトレール線および富山市内軌道線においては、ポートラム、セントラム、

サントラムと名付けられた低床型車両が導入されている。一方の岐阜鉄軌道においても、

新車として 1997 年には名鉄モ 780 形電車が、2000 年からは低床車両である名鉄モ 800

形電車が導入されていた。岐阜鉄軌道においては、富山の各線と比べても早期に新型車両

                                                   
73 富山地方鉄道「バス路線図富山市近郊沿線マップ 平成 22 年 4 月 1 日」 

<http://www.chitetsu.co.jp/bus_a/rosen_kakudai.html> 
74 富山市ホームページ「富山港線 LRT 化の整備効果調査結果について」 

<http://www7.city.toyama.toyama.jp/pr/interview/070104a.html> 
75 全国市長会「まちづくりと一体となった都市交通施策に関する提言、事例･ケーススタディ集 第 2 分

科会」<http://www.mayors.or.jp/opinion/teigen/1906koutsu/jirei/3-06.pdf> 
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を導入しており、低床車両を導入するのも岐阜の方が早かった。車両の更新を積極的には

かろうとしていたことは、岐阜と富山で共通している点だといえるだろう。 

 

３．岐阜鉄軌道と富山各線比較による考察 

 これまでみてきたように、岐阜市と富山市の都市としての規模、公共交通の置かれてい

る状況は大きな差はないといえる。しかし、岐阜鉄軌道と富山市の各線との利用者と収益

性の差は歴然としていた。これらの要因はそれぞれの鉄軌道が置かれている状況に大きく

依存したものであると考えられる。車両性能においては岐阜鉄軌道が存続していた段階で

は岐阜鉄軌道が先進的であったといえよう。しかし、それぞれの鉄軌道が走行するインフ

ラや環境の面では富山市の各線が圧倒的に優れている。岐阜鉄軌道では、車両が当時の最

新車両に更新されていても、軌道内での走行環境や乗客の安全性などが改善されることは

なかった。さらに、バス路線と競合していながらも鉄道輸送の利点である速達性と定時性

について务っており、バスとの競争に負けていたといえる。また、沿線での住宅開発や公

共施設の立地など、鉄軌道の利用を促進するような政策もとられてこなかった。一方で、

富山市では軌道部分では軌道敷内通行不可とされ安全島も設置されるなど一定程度のサー

ビスが供給されており、さらに、バス路線との競合はさけられそれぞれの役割分担が明確

となっている。また、沿線での住宅立地を促進する政策も掲げられており、行政側が各公

共交通網の利用促進を公共の利益であるとして積極的に推し進めている。 

 インフラ面に注目すると、岐阜鉄軌道は富山市の各路線と比較して非常に务っていると

言わざるを得ない。軌道は道路上を走行するため、その整備には鉄道事業者のみだけでは

行うことはできない。そのことから、軌道がそのポテンシャルを発揮するには行政を含め

た総合的な政策が不可欠である76。岐阜鉄軌道においても鉄道事業者は車両の更新や郊外

鉄道への乗り入れなど積極的な設備投資を行ってきたが限界があった。鉄道事業者は軌道

敷内通行不可化や安全島の設置などを、行政に対して長年にわたり要請はしていたがそれ

が実現されることがなかったためである77。しかし、運行される本数が尐ない状態で、自

動車が走行できる車線の減尐をもたらすこれらの措置がとられた場合には、尐数の利用者

のために自動車を利用する多くの市民が阻害されるという批判が集まり、行政が批判にさ

らされるのももっともである。よって、利用者増を目指す鉄道事業者の取り組みと、公共

交通機関を基軸に据えて整備していくという行政の政策が不可分であるという関係が、鉄

軌道の場合はより明確なものとして現れている。 

 しかし、岐阜市と富山市の財政状況を考慮すると、富山市は公共交通に対する補助金負

担が今後重くなる可能性がある。富山市では 2014 年度の北陸新幹線の延長・開業にとも

                                                   
76 これまで軌道事業はもうかる事業であるとして、行政の支援的な関与がさけられていた(岐阜市役所ヒ

アリングによる）。 
77 服部（2006）においても、事業者の努力のみでは利用促進に限界がある事例として岐阜鉄軌道を紹介

している。 
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ない、並行在来線である北陸本線が JR 西日本より経営分離される予定である。分離後の

北陸本線の経営については、2007 年時点での試算78によると富山県内区間では赤字を最小

とする楽観的ケースでも 2014 年度で年間約 10 億円、2023 年度時点では 15 億円の赤字を

想定している79。富山市でも新駅の設置等の構想があるが、並行在来線の転換による一定

程度の負担が求められるのはさけられないと考えられる。先述したように、富山市は岐阜

市と比較して財政状況は相対的に健全ではないため、公共交通網の維持による財政負担に

対してはより注意深く推移を見守っていく必要があると考えられる。一方で、岐阜市では

鉄軌道を廃止したことで公共交通網をバス路線のみに集約し、運行主体も岐阜バスに集約

させてきた。それにより、公共交通網全体の維持コストを引き下げ、自治体としての負担

をできるだけ引き下げようとしている。このように、鉄軌道を有してきた両都市の今後の

公共交通網に対する方向性は、明確に異なったものであるということができる(表 15)80。 

表 15 岐阜鉄軌道と富山各線の比較のまとめ 

 

  

                                                   
78 富山県並行在来線対策協議会（2007）「並行在来線（北陸本線県内区間）における収支予測について(第

一次試算）」 
79 上記試算での C ケースにあたるが、この想定は乗客数減尐速度を緩めており、初期投資は自治体等か

らの補助金としているため、自治体への負担自体はさらに大きくなると考えられる。 
80 地域公共交通活性化・再生総合事業においては両市とも認定されている。当事業により岐阜市ではバ

スを中心とした BRT 構想を進めており、その象徴として 2011 年 3 月 27 日に連節バスが導入される。一

方で、富山市についても鉄軌道を中心としたまちづくりを行っていくための調査事業・啓発事業が実施さ

れている。 

国土交通省「地域公共交通活性化・再生総合事業 認定状況・事例一覧（平成 22 年度）」 

<http://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/transport/sosei_transport_fr_000056.html> 

名古屋鉄道 富山LRT 富山地方鉄道

運営主体 民間会社 第三セクター 民間会社
軌道事業延長 36.6㎞ 7.6㎞ 7.3㎞

軌道事業収益
赤字

内部補填
赤字

補助金
黒字

会社収益 黒字 黒字 黒字
利用者 3613千人(2003) 1844千人(2009) 3741千人(2009)

バス事業の有無 子会社（岐阜バス）
富山地方鉄道に

フィーダーバス委託
バス事業を直接および

子会社が運営
バスとの競合 有 無 補完関係

沿線開発 無 住宅立地補助 住宅立地補助
軌道敷内通行 可 不可 不可
安全島の設置 無 有 有

所要時間
17分

市内線併用軌道3.4km

24分
併用軌道1.1km
・専用軌道6.5km

28分
全線併用軌道7.3km

頻度（日中1時間） ４本 ４本 ５～１０本



事例研究「都市地域政策と社会資本ファイナンス」 

 

- 42 - 

 

第 5 章 

政策的インプリケーションと今後の課題 

 

１．政策的インプリケーション 

 本稿では地方都市の都市内交通の現状を概観し、鉄軌道および LRT に対して特に注目

が集まっていることを述べた一方で、廃線となった岐阜鉄軌道の事例をみてきた。これま

で述べてきたように、岐阜鉄軌道はかつて岐阜の都市構造に有意に影響を与えていたが、

近年ではその影響はみられなくなってきていた。そのことから、廃線に至っても岐阜市の

都市構造に大きな変化を与えていない。しかし、乗継割引を行うことによって、鉄軌道廃

線以前においても岐阜鉄軌道の利用客を増やし、減収分を上回るだけの利用者便益を産み

だすことも可能であった。その際には鉄軌道事業の赤字はさらに拡大するため、税金投入

によってその赤字を補てんしなければならない。このとき、住民厚生が改善することを理

由に税金を投入することの正当性を説明する責任が行政に生じることとなる。また、利用

者の鉄軌道利用に対する抵抗感の改善度合い次第ではあるが、岐阜市内線を一部単線・環

状線化することで社会的な純便益を改善させる可能性もあった。実際にはこれらの政策が

具体的に検討されることはなく、廃止を迎えてしまった。どちらの政策についても、事業

者の判断だけでは非常に困難であり、他の公共交通事業者および自動車利用者などの利益

を総合的に調整しうる行政、特に岐阜市の強力なリーダーシップが必要であったといえる。 

 また、岐阜市では鉄軌道とバスとを分けた状態で交通政策を進められてきた。どちらも

住民の移動手段を確保するモードであるということには違いはないが、それらの連携が特

段にはかられることがなかった結果、鉄軌道が一方的に廃止されるという結末を迎えた。

鉄軌道とバスではその特性が異なる部分もあり、それらの長所を活かし短所を補完してい

くことも検討する価値があったのではないかと考えられる。実際に富山市では輸送力と速

度のある鉄軌道を基幹として、鉄軌道と接続するフィーダーバスを導入するなどして、効

率的な住民の移動手段を講じようとしている。しかし、このような方策を実行するために

は、鉄軌道の長所である高速性と定時性が重要となるが、岐阜鉄軌道ではインフラの関係

からそれは困難であった。鉄道事業者は積極的な設備投資を行っていたが、限界があった

ことは否めない。このような状況の中で、岐阜市が名古屋鉄道に鉄軌道事業からの撤退を

打診された際に財政負担の問題から鉄軌道の廃止を決断した。この決断については、廃線

を打診された時点での軌道インフラと改善のための財政負担を考慮すれば、やむを得なか

ったのではないか。限られた財源の中で公共交通網を効率的となるよう整理していく政策

しか現実的な政策判断はなく、その決定については評価できると考えられる。しかし、名

古屋鉄道が撤退を打診する前において、岐阜市としても何らかの対処ができたのではない

かと考えられる。岐阜鉄軌道の利用者減尐は廃線の 20 年以上前から明らかであり、名古

屋鉄道の内部補助による存続に限界が来ることも想定できたはずであるが、バスのみを対

象としたオムニバスタウン構想を推進するなど、鉄軌道の活用にはほとんど関心が寄せら
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れてこなかったといってよい。第 4 章でも述べたように鉄軌道については鉄道事業者のみ

ではなく行政の果たす役割はより一層大きなものである。いかなる場合でも鉄軌道の存続

が好ましいわけではないが、名古屋鉄道による撤退宣言によって消極的な意味で岐阜鉄軌

道の廃止を岐阜市が決定したことは、行政側が総合的に市民の足である公共交通網をどの

ように維持していくかという視点が弱かったことを示している。名古屋鉄道による撤退宣

言時において、尐なくとも今回行ったようなシミュレーションなどの利用促進策を代替案

に含め、詳細な費用便益分析を行ったうえで、岐阜鉄軌道存続が財政負担をともなっても

正当化されうるか、正当化されないときには他の公共交通手段を選択肢としてどのような

交通体系を築いていくのかを、綿密に検討する必要があったと考えられる。 

 

２．今後の課題 

 今回の分析の中心である費用便益分析について、離散選択モデル(集計ロジットモデル)

を用いた沿線住民の交通網の選択行動を分析しているが、このモデルでは OD 量は一定の

ままである。そのため、各種政策による OD 量の増減については分析できておらず、公共

交通網整備による需要誘発効果については考慮されていない。さらに、交通機関選択モデ

ルでのパラメータを推定する際に、乗換のパラメータを望ましく導出することができなか

った。岐阜市の今後のバス政策における根幹ともいえる、幹線と支線の分離といった政策

は必然的に乗換を必要とするものである。パラメータを推定する際のデータに、乗換が必

要な場合は運行本数から平均待ち時間を所要時間に追加してあるが、乗換という手間その

ものが効用に与える影響も大きいと考えられるため、より精緻な分析をするためにも様々

な推定方法を試してみる必要がある。また、岐阜鉄軌道の通学定期は岐阜バスよりも安く、

通学手段として学生に多く利用され進学先選択にも大きな影響を与えていた。しかし今回

のパラメータ推定では普通運賃のみを用いたため、学生と他の住民の交通機関選択を、分

けて分析した場合には推定結果が異なってくる可能性がある。 

 最後に、アクセシビリティ指数と人口集積との関連について述べることができなかった。

第 3 章で 1970 年前後の比較によって岐阜鉄軌道がもたらす人口集積の影響について考察

したが、その時代に転機となった根本的な理由や詳細なタイミングについては分析できて

いない。人口を集積させコンパクトシティを目指すことは、他の地方都市と同様に現在の

岐阜市の方針でもあり公共交通の役割の一つと考えられている事柄である。さらに詳細な

データのもとで、アクセシビリティ指数を用いて分析することは、今後のコンパクトシテ

ィ政策についてより重要な示唆が得られると考えている。この点についてからも、より明

確に人口集積と公共交通の関係性を記述することで、岐阜市をはじめとする地方都市の交

通政策の一助とする必要があると考えている。 
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付録 

岐阜鉄軌道廃線の費用便益分析 

 

 本付録では、第 2 章で行った費用便益分析の分析手法、及び結果に関して詳述する。そ

のため第 2 章の表記に倣い、公共交通網のもたらす効果を、 

 １．直接的効果：利用者便益の向上、事業会社の赤字拡大など 

 ２．間接的効果：外部性（渋滞軽減など） 

の 2 種類に分類し、それぞれに対して余剰変化の考察を行う。また、鉄軌道廃線後に岐阜

バスによって設定された代替バス網を【代替ケース】として基準化し、政策の代替案とし

て、鉄軌道を廃線すると同時に代替バスを設定し、乗継運賃割引を実施した場合【代替‐

割引ケース】と、鉄軌道を存続させ市内交通網間の乗継運賃を割引した場合【割引ケース】

の 3 ケースの比較考察を行う。 

 

A)直接的効果の分析法 

 交通網を敷設する場合、その中心的な目的は沿線利用者の交通利便性の向上にあり、交

通網敷設の直接的な便益とは、利用者満足度の水準、つまり消費者の便益であると考えら

れる。一方で、直接的に影響を与える費用は、交通網を敷設・維持するための費用であり、

今回のように交通網の廃線を考える場合には、施設の運営維持費を費用として考えればよ

い。そのため本分析では、鉄軌道の廃線による最終的な社会的余剰の変化分を導出するた

めに、利用者の便益から運営費等の費用を引いたもの、つまり、利用者の余剰変化分と、

交通網を管理する事業者の余剰の変化分を加えたものを、以降で導出する。 

 

 ⅰ)利用者便益の推計 

 本分析では、離散選択モデル(集計ロジットモデル)を用いて沿線住民の交通機関の選択

行動を分析することで、利用者の交通網ごとの需要関数を推計し、これを用いて利用者の

余剰変化分を消費者余剰アプローチにより算出する。 

 具体的には、利用者が鉄軌道を利用する経路(経路 T)とバスを利用する経路(経路 B)と自

動車を利用する経路(経路 C)の 3 つの中から、各経路で要する時間、費用、乗換回数、移

動距離、交通機関の特性の 5 要素に応じて、選択することを想定する。ロジットモデルの

効用関数は以下の式で表すことができる。 

                                                                

                                                    

                                      

   ：経路 j に対する効用水準，      ：経路 j の価格，     ：経路 j の所要時間， 

      ：経路 j の乗換回数，         ：移動距離，         ：バスダミー， 

 ：定数項，   ：経路 j に対する攪乱項，(j=B,T,C) 
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ただしこのとき、効用水準の確定項   は以下の式で表すことができる。 

                                                        

                                                

                                  

このとき、各経路を選択する確率は、 

    
        

                          
 

   ：個人 i が経路 j を選択する確率 

となり、各経路に対する需要関数は、 

   
       

                       
   

  ：経路 j の需要関数 X：区間の移動需要の総量 

と表すことができる。このことから、鉄軌道を廃線した場合の利用者の余剰変化分は、 

    
 

  
                                                       

⊿CS：消費者余剰の増加分 

として、推計される。 

 以上の式を前提として、それぞれの要素にかかるパラメータの推定を行ったところ、以

下表 1 の結果となった。また、これらのパラメータから推計される時間費用は表 2 の結果

となり、路線バス、および鉄軌道への選好を考慮しないモデルにおいて著しく問題が生じ

ることが分かる。よって、時間費用がより現実的であり、また各パラメータの係数の符号

が望ましい model1 を用いて以降の分析を行う。 
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表 1 パラメータ推定結果 

 

price：価格に対するパラメータ，time：所要時間に対するパラメータ， 

trans：乗換回数に対するパラメータ， 

distance：移動距離に対するパラメータ，bus：バスに対する選好， 

R^2：決定係数，修正 R^2：自由度修正済み決定係数，obs：サンプル数81 

 

表 2 各 model における時間費用 

 

 これらのパラメータを推定するにあたっては、第 4 回中京都市圏パーソントリップ調査

の小ゾーンより、図 1 に示した鉄軌道沿線の 46 地点を抽出し、この地点間の OD 量(区間

交通量)を用いている82 83。また、各地点間の移動にかかる時間や料金に関して、鉄軌道は

「駅すぱあと 2005 年 3 月版」、バスについては「岐阜バス時刻表 2004 年 10 月 1 日改正」

を用いて計測した。 

                                                   
81 OD 量がそもそも 0 の場合はサンプルから外している。 
82 分析に際して区間移動の起点として、ゾーン中心部により近い小学校あるいは中学校を採用している。 
83 本分析で用いた中京都市圏パーソントリップ調査では、『鉄道』利用者として、鉄軌道と JR・名古屋

鉄道等の鉄道利用者がともに計測されており、両者を区別することができなかった。そのため、鉄軌道沿

線のゾーンを抽出することで、中距離移動に際して、鉄軌道と自動車、バスのいずれかに選択肢が限られ

るだろう個人の分析を行っている。ただし、この抽出法では鉄軌道利用に対して過大評価となるセレクシ

ョンバイアスが発生すると考えられるため、最終的な判断を行う際には注意を必要とする。 

price -0.002 -4.792 -0.003 -6.020 0.000 0.735 -0.003 -7.300

time -0.015 -6.458 -0.017 -7.017 -0.025 -11.240 -0.014 -6.213

trans 0.435 3.631 0.111 0.934 0.607 5.604

distance 0.061 5.380 0.041 3.279 0.075 6.110

bus 1.392 9.297 1.545 9.965 1.685 11.280

cons -3.447 -23.080 -3.364 -22.333 -2.782 -19.503 -3.264 -22.065

R^2

修正R^2

obs

model1 model2 model3 model4

t-value t-value t-value t-value

0.115 0.121 0.072 0.116

0.113 0.119 0.070 0.114

1776

model1 model2 model3 model4

時間費用 484.52 350.46 -5692.35 246.50

(単位/　円/時間)



事例研究「都市地域政策と社会資本ファイナンス」 

 

- 50 - 

 

 

図 1 分析に用いた路線データ表 

赤点：分析に用いる小ゾーン地点，青点：分析に用いない小ゾーン地点， 

紫点：鉄軌道駅，バスマーク：分析に用いる小ゾーンから最寄りのバス停 

 

 ⅱ)事業者の余剰変化の分析 

 第 2 章で述べたように、交通網を運営する事業者の余剰は事業者の利益(収入－支出)で

あり、事業者の経常損益に近似することができる。ここで、表 3 に示す岐阜鉄軌道の収支

状況をみると、経常損益は約 10.4 億円の赤字であり、廃線によってこの赤字が解消される

ことを考えれば、廃線に伴い事業者の余剰は 10.4 億円改善されることとなる。 

 また鉄軌道が廃止された際、名古屋鉄道の子会社である岐阜バスは鉄軌道の代替となる

路線バス網を設定した。このバス網の赤字額を正確に把握することはできなかったが、岐

阜バスには岐阜県より生活交通路線維持費補助金が赤字を補填する目的で投入されており

84、2006 年度から 2009 年度まで、平均して 15,642 千円が県の補助金として交付されてい

る。また、制度の設計上、県の補助金と同額が国からの補助金として岐阜バスに交付され

ている。したがって、岐阜バスの赤字額は両者の合計である、約 3 千万円と考えてよい。

このことから、鉄軌道を廃線し、路線バス網を設定した場合には、この約 3 千万円を引い

た額である約 10.1 億円分だけ事業者の余剰は改善されたと考えられる。 

                                                   
84 生活交通路線維持費補助対象となるためには、次の①～⑥のすべての要件を満たす必要があり、岐阜

県生活交通確保に関する協議会の結果に基づいて知事が指定する乗合バス路線の運行にともなう欠損額

を補助する。 

①複数市町村にまたがる路線 

②キロ程が 10km 以上の路線 

③1 日当たりの輸送量が 15 人以上 150 人以下の路線 

④1 日当たりの運行回数が 3 回以上の路線(協議会が認めた場合は平日 1 日当たり運行回数） 

⑤広域行政圏中心都市等にアクセスする路線 

⑥経常収益が経常費用の 20 分の 11 以上の路線、またはそれに満たない路線で経常費用の 20 分の 11

と経常収益との差額を市町村が補助する路線 
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表 3 岐阜鉄軌道収支(2003 年度) 

 

 

 今回の分析では、まず岐阜鉄軌道を廃線した時点での費用便益分析を行う。そののちに

鉄軌道を廃線し路線バス網を設定した【代替ケース】、鉄軌道を廃線し乗継運賃割引を導入

した【代替-割引ケース】、鉄軌道を維持しながら乗継運賃割引を実施する【割引ケース】

の 3 ケースを比較検証する。 

 まず【代替ケース】であるが、岐阜鉄軌道が存続した場合と、岐阜鉄軌道を廃線したう

えで岐阜バスによるバス路線網の再編が行われた場合との余剰変化を分析している。 

 次に、各公共交通機関の運賃体系を変化させたときの余剰変化を分析する。公共交通機

関の運賃は最低運賃を定めたうえで距離によって変動する運賃制度や特定のエリア内での

均一料金によって構成されることが多い。岐阜鉄軌道および岐阜バスでは、岐阜市内の特

定エリアを均一料金とし、それ以外では路線ごとに対キロ制あるいは対キロ区間制を導入

している(表 4)。 

 

 

 

 

 

岐阜市内線 揖斐線 美濃町線 鉄軌道計
定期 162,280 74,425 45,980 282,685

定期外 163,512 90,649 70,943 325,104

合計 325,792 165,074 116,923 607,789

8,178 15,799 6,342 30,319

333,970 180,873 123,265 638,108

654 359 242 1,255

334,624 181,232 123,507 639,363

383,227 287,979 246,418 917,624

92,788 167,817 121,483 382,088

63,625 61,088 52,735 177,448

24,059 37,852 33,137 95,048

10,147 25,855 12,021 48,023

573,846 580,591 465,794 1,620,231

8,725 34,070 12,833 55,628

582,571 614,661 478,627 1,675,859

△ 239,876 △ 399,718 △ 342,529 △ 982,123

△ 247,947 △ 433,429 △ 355,120 △ 1,036,496

1.74 3.39 3.88 2.62

出典:名古屋鉄道資料

(単位/千円)

営業損益(A1-B1)

経常損益(A2-B2)

営業係数(B2/A2)

営費

諸税

減価償却費

合計(B1)

営業外費用

合計（B2)

運賃

収入

その他収入

合計(A1)

営業外収入

合計(A2)

収

入

営

業

収

入

営

業

費

用

支

出

人件費

修繕費
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表 4 岐阜鉄軌道と岐阜バスの運賃体系（岐阜鉄軌道廃線時）85 

 

 

 そのため、公共交通機関を乗継ぐ場合、特別な割引がなければ乗継後の運賃には改めて

初乗り運賃が加算されることになる86。本分析における乗継割引のケースでは、乗継後の

初乗り運賃が完全に撤廃された場合、つまり、乗継を行ったとしても、距離に応じて旅程

全体の運賃が確定するとして分析を行っている。 

 【代替-割引ケース】では、岐阜鉄軌道が存続した場合と、岐阜鉄軌道を廃止したうえで

岐阜バスによるバス路線網の再編を行い、そのうえで岐阜バスの運賃について乗換時に必

要となる運賃の増加を考慮しない距離あるいは均一運賃による運賃体系に移行した場合と

の余剰変化を分析している。 

 【割引ケース】では、岐阜鉄軌道が存続した場合と、岐阜鉄軌道を存続させ、岐阜鉄軌

道と岐阜バス双方の運賃について、乗換時に必要となる運賃の増加を考慮しない距離ある

いは均一運賃による運賃体系に移行した場合との余剰変化を分析している。 

 以上の結果に加え、乗継運賃の割引を仮定する政策代替案では、割引にともなう収入の

減尐分が事業者側費用として加算される。そのため、各ケースにおける事業者余剰の変化

分は、以下表 5 のようになる。 

 

                                                   
85 ただしこれらの運賃は上限運賃であり、実際にはこの値以下の運賃で運行されているケースもある。

しかし運賃を設定する必要上、政策変更後の運賃については上限運賃を設定するとして分析を行っている。

また、名古屋鉄道鉄軌道線区では、営業キロに対して 1.25 をかけた運賃計算キロによって運賃を算出し

ている。 
86 例えば、距離が同じ至近の 2 区間を移動するにしても、乗換を行うかどうかで運賃は 2 倍の差がつく

こととなる。 

キロ程 運賃（円） 2kmまで 基準運賃の2倍
 1～　3 160 2kmを超えて10kmまで 基準運賃 40円90銭

4 180 10kmを超えて20kmまで 基準運賃0.8倍
5～　7 220 20kmを超えて30kmまで 基準運賃の0.7倍

8 230 30kmを超えるもの 基準運賃の0.6倍
9～ 12 290 最低運賃 160円

13～ 16 340
17～ 20 390
21～ 24 440
25～ 28 490
29～ 32 540
33～ 36 590
37～ 40 650
41～ 44 710
49～ 52 770
45～ 49 840

170円 200円

対キロ区間制 対キロ制

名古屋鉄道（鉄軌道） 岐阜バス

均一制 均一制
岐阜市内線、美濃町線一部 岐阜市内の一部



事例研究「都市地域政策と社会資本ファイナンス」 

 

- 53 - 

 

表 5 事業者の余剰変化 

 

 

 ⅲ)鉄軌道廃線による直接的効果の分析 

 ⅰ) ⅱ)より、利用者と事業者の余剰変化を分析した結果が以下の表 6 になる。 

表 6 直接的効果の分析結果 

 

 この結果からは、直接的な効果においては、鉄軌道を廃線し路線バス網を設定した【代

替ケース】において、社会厚生が改善したことが分かる。また、鉄軌道を廃線し乗継運賃

割引を導入した【代替-割引ケース】では厚生の改善額はさらに大きくなることが分かった。 

また、鉄軌道を維持しながら乗継運賃割引を実施する【割引ケース】においても、事業者

側の負担は拡大するものの、利用者の余剰が改善し、社会全体として余剰が改善されるこ

とが分かった。 

 

B)間接的効果の分析法 

 これまでは鉄軌道廃線の直接的効果に関する分析であった。本節では、交通網を敷設す

る間接的な効果を分析するために、鉄軌道廃線にともなう外部効果を、交通に影響を与え

る外部性と、まちづくりに影響を与える外部性の 2 種類に分けて分析を行うことで、沿線

に与えていた効果を考察する。 

 

 ⅰ)交通に影響を与える外部性 

 交通に影響を与える外部性としては、公共交通網の削減・変化にともなう道路交通量増

加による渋滞や事故の増加、自動車利用増加による環境負荷が考えられる。渋滞状況およ

び事故件数については道路交通センサス、ぎふ交通統計からその変化を計測する。 

 直接的効果を分析する際に導出した各交通網の需要関数を用いることで、道路交通の変

化を推計したところ表 7 の結果となった。 

 

代替 代替ー割引 割引

軌道廃線の影響 10.36 10.36 0

代替バスの影響 -0.31 -0.31 0

運賃減額の影響 0 -0.37 -0.46

総計 10.05 9.68 -0.46

(単位/億円)

事業者の余剰変化

代替 代替-割引 割引

利用者 -3.62 -2.59 1.29

事業者 10.05 9.68 -0.46

(運賃減) -0.37 -0.46

6.43 7.09 0.82

余剰の変化額

厚生の改善額

(単位/億円)
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表 7 利用量変化の結果 

 

 この結果を元に、交通量変化にともなう環境負荷の変化を以下の式に基づき分析したと

ころ、CO2 排出量の変化分と、金銭換算した値は表 8 の結果となった8788。 

  ＝            

EC：外部不経済を金銭換算した値，   ：経路 j の需要量の増加分， 

  ：経路 j における CO2 排出原単位，p：CO2 価格，(j=B,T,C) 

 

表 8 環境への外部不経済、推計結果 

 

 以上の結果から、鉄軌道を廃線した場合にはさらなる環境負荷が発生し、鉄軌道を存続

し乗継割引を行った場合にのみ、外部不経済を軽減させられることが分かった。また今後

の分析においては、CO2 価格の変動による影響が軽微であることを踏まえ、中位値である

19€/t を採用して分析を行う。 

 

 岐阜鉄軌道が廃線となれば自動車利用者は増加し渋滞が悪化すると考えられるが、一方

で中心市街地では軌道が撤去されることで車線が増加するうえ、鉄道車両への配慮も必要

ないためスムーズな移動が可能になることも考えられる。渋滞状況に関しては道路交通セ

ンサスの平成 11 年度版と平成 17 年度版より、岐阜鉄軌道沿線および中心市街地の道路交

通量の変化をみる(図 2)。その結果、郊外から中心市街地に向かう路線において、岐阜鉄軌

道の廃線後に交通量は増加しているが、中心市街地では自動車交通が減尐し、混雑度も緩

和されていることが分かる89。 

                                                   
87 CO2 排出量原単位は国土交通省資料『LRT 導入の背景と必要性』より引用

<http://www.mlit.go.jp/crd/tosiko/guidance/pdf/04section1.pdf> 
88 CO2 価格は NEDO 資料より、5~22 ユーロ(中央値 19 ユーロ)を引用

<http://www.nedo.go.jp/kankobutsu/report/967/967-12.pdf> 
89 岐阜市資料「路面電車廃止に伴う交通量・渋滞長影響調査について」でも、廃線前後(2005 年 3 月、

2005 年 4 月、2006 年 4 月の 3 回実施)において交通量、渋滞長の調査が行われた。その結果、揖斐線方

面および美濃町線方面ともに「交通量に大きな変化はなく」と報告されている。 

代替 代替-割引 割引

自動車 1723 1222 -616

鉄軌道 -1935 -1935 166

路線バス 211 713 450

利用量変化

(単位/ 人/日)

代替 代替-割引 割引

898.628 850.953 -160.944

低位 0.005 0.005 -0.001

中位 0.020 0.019 -0.004

高位 0.023 0.022 -0.004

CO2(ｔ)

金銭換算

(億円)

CO2価格は低位5€/t、中位19€/t、高位22€/tとして算出

為替レートは、114.95円/€(2011/3/10のレート)を採用
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図 2 岐阜鉄軌道廃線前後における道路交通量変動90 

赤線：自動車交通量が 1,000 台以上減尐した路線， 

桃線：自動車交通量が 1,000 台未満減尐した路線， 

緑線：自動車交通量が増加した路線， 

紫線：鉄軌道路線 

 

 次に事故についての変化をみていく。先ほども述べたように鉄軌道の廃線は渋滞を悪化

させる地域もあれば改善する地域の両方があると考えられる。しかし、鉄軌道に関しては

第 2 章でも述べたが安全対策が万全といえる状況ではなく、鉄軌道に関する事故も死亡事

故を含め発生していた。そこで、岐阜県警察の「ぎふ交通統計」に記載された事故件数に

より、廃線前後の事故件数を比較する。表 9 では、岐阜県内でみても 2004 年に事故件数

のピークを迎え、その後事故件数は減尐している。岐阜鉄軌道は 2005 年 3 月に廃止され

たが、その前後で比較すると事故の減尐率は岐阜中署管内、および鉄軌道沿線では若干で

はあるが高くなっている程度であり大きな差はない。このように、交通に与える影響とし

て渋滞や事故については大きな影響はなく、今後の分析でも考慮しない。 

 

 

 

 
                                                   
90 それぞれの平日 12 時間での自動車総交通量の変化を図示している。なお、2003 年に岐阜環状線（図

青線部）が開通しており、岐阜環状線に接続することになった路線で自動車交通が増加している。このよ

うに岐阜鉄軌道の廃線以外にも道路交通量に与える出来事があり、どの程度が廃線により道路交通量が変

化したのかには、さらに環状線周辺も含めた分析が必要である。 

岐阜環状線 
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表 9 岐阜での交通事故件数の推移91 

 

 

 ⅱ)まちづくりに影響を与える外部性 

 まちづくりに影響を与える外部性としては、沿線への住民集積効果や、沿線の経済活性

化、中心市街地の活性化などが考えられる92。そのため、鉄軌道の廃線前後の比較分析を

行い、沿線地域にこれらの効果が存在するかを考察することによって、鉄軌道が存在する

こと自体の効果を考察することができる。このことから本節では、鉄軌道廃線前後におい

て沿線の地価が変化しているか、また人口密度が他地域に比べて高くなっているのかを検

定するため、地域メッシュを用いた分析を行う。また、中心市街地の活性化については岐

阜市中心市街地活性化基本計画のフォローアップ報告93を参照する。 

 

 具体的な方法としては、鉄軌道沿線のメッシュとその他のメッシュの間で地価や人口密

度の平均値に差があるかを統計的に検定しており、両者の差が統計的に有意であれば、鉄

                                                   
91 岐阜中署管内は、長良川以南から JR 東海道本線および JR 高山本線以北の地域である。また、岐阜市

内線は中署管内の国道 157 号線とほぼ一致しており、鉄軌道沿線の事故について把握することができる。

一方で、鉄軌道の存在は、軌道が敷設されていた道路以外にも周辺地域での自動車の流れに変化を与える

ことから、岐阜中署管内の事故についても掲載している。 
92 宇都宮他（2010）では、LRT の外部効果の直接的な指標として不動産価格の変化、間接的な指標とし

て中心市街地における歩行者の流入を紹介している。 
93 <http://www.city.gifu.lg.jp/c/Files/1/40121127/attach/followupH21.pdf> 

岐阜県内
事故件数 事故件数 死者 負傷者 事故件数 死者 負傷者

1989 9842 1012 11 1331 80 0 124
1990 10501 1121 9 1389 90 1 113
1991 10921 1113 13 1373 94 2 121
1992 11247 1157 15 1479 73 1 100
1993 11442 1193 13 1527 107 2 132
1994 11393 1168 18 1460 82 0 96
1995 12389 1256 11 1618 77 0 103
1996 12292 1294 7 1646 78 1 96
1997 12475 1288 11 1651 77 0 97
1998 12858 1256 11 1600 86 1 116
1999 13681 1392 7 1755 82 0 104
2000 14818 1443 8 1831 88 0 105
2001 14589 1577 12 1990 79 1 94
2002 13976 1397 13 1757 77 1 97
2003 14309 1493 9 1870 87 0 107
2004 14621 1453 13 1816 76 0 97

2005 14342 1409 8 1765 85 0 108

2006 13881 1289 7 1666 64 1 87
2007 13080 1139 6 1474 66 0 86
2008 12138 1041 8 1273 56 0 66
2009 11873 1043 12 1287 56 2 69

岐阜市
交通統計

岐阜中署管内全域 国道157号線（中署管内）

(単位/　件数については件、死者・負傷者については人)
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軌道の影響が存在すると考えられる。そのため分析では、以下の式を用いて検定統計量の

導出を行い、鉄軌道の存在による影響を検定している94。 

検定統計量   
 の母平均   の母平均

 
   

  
 

   

  

 

   
  

       の母平均 
 
        の母平均 

 

       
 

A：鉄軌道沿線のメッシュ(鉄軌道の駅より 500m 以内)，B：比較範囲内のメッシュ 

 

 また今回の分析にあたっては、鉄軌道の駅から 500m 範囲に含まれるメッシュ(111 個)

を基準とし、1000m範囲に含まれるメッシュ(189個)、1500m範囲に含まれるメッシュ(258

個)、2000m 範囲に含まれるメッシュ(332 個)、2500m 範囲に含まれるメッシュ(402 個)、

3000m 範囲に含まれるメッシュ(472 個)をそれぞれ抽出している。下の図 3 右の解説では

それぞれ、駅から 500m 以内に含まれるメッシュから順に、各右側の数値を各駅からの m

での距離として追加的に含まれるメッシュを表している。 

 

図 3 検定に用いるメッシュ 

 

  a)地価変動の分析 

 岐阜鉄軌道の存在が、地域の経済活動や環境に良い影響を与えているとすれば、その廃

線によって沿線地域の地価は減尐すると考えられる。地価のデータについては、各年の都

道府県地価調査における調査価格を、GIS を用いて地価を推計し、各メッシュの中心点を

そのメッシュの地価として代表させたものを用いている。そのうえで、上記の分析手法を

用いて沿線地域とその他地域の地価変動を比較し検定を行ったところ、検定統計量は表 10

の結果となった。このことから、95%信頼区間において、鉄軌道沿線地域とその他地域の

                                                   
94 ここでは A とすべての分散はすべて等しいと仮定したが、本来は等分散性の検定を行う必要がある。 
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地価変動に有意な違いがあるとはいえないという結果が得られた。

表 10 

 

左列数字は鉄軌道沿線からの距離(m)以内

に含まれるメッシュを指し、平均値の列は

それらメッシュの平均値(％)を指している。 

 

 

図 4 地価変動率(%) 

 

  b)人口密度に対する影響 

 鉄軌道に人口を集積する効果があるとすれば、その沿線の人口密度は周囲の地域より高

くなると考えられる。人口密度については各年の国勢調査の値を用いた。本節で上記の検

定手法を用いて鉄軌道の影響を分析するが、この検定においては入手できたデータの制約

から変動率ではなく各時点の値を用いるため、他の要因で人口が集中していると考えられ

る、図 5 に示した中心市街地と95、沿線の山間部や河川部など人口が尐ないメッシュ96は

分析対象から除いている。これらの条件のもと、鉄軌道沿線地域とその他の地域での人口

密度の差異を検定したところ(図 6)、分析結果は表 11 のようになり、地価の検定同様、鉄

軌道沿線地域とその他の地域において、人口密度の差は有意であるとはいえないという結

果が得られた。 

                                                   
95 中心市街地は、岐阜市の繁華街である柳ケ瀬の最寄り駅であった徹明町駅より 1500m 以内に含まれる

メッシュとしている。このエリアは旧中心市街地活性化基本計画区域とほぼ一致する。 
96 山間部や河川部は、沿線であるかどうかにかかわらず居住可能な土地が尐ないことから、その多寡に

よって鉄軌道の効果を不明確とさせないためである。 

平均値 ｔ値

500m以内 -0.265
1000m以内 -0.265 -0.023
1500m以内 -0.266 0.221
2000m以内 -0.266 0.337
2500m以内 -0.266 0.582
3000m以内 -0.267 0.823

地価変動率（2002-2007）
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図 5 岐阜市中心市街地メッシュ 

図中央ピンク色のメッシュが中心市街地 

 

表 11 

 

左列数字は鉄軌道沿線からの距離(m)以内

に含まれるメッシュを指し、平均値の列は

それらメッシュの平均値(人)を指している。 

 

 

 

 

 

 

図 6 メッシュ内人口(人) 

 

  c)中心市街地に対する影響 

 岐阜市中心市街地活性化基本計画のフォローアップ報告書を参照する。ここでは中心市

街地における居住人口および(図 7)、歩行者・自転車通行量のデータを用いる(図 8)。各図

にもみられるように、2005 年(図 7、8 では H17)4 月に岐阜鉄軌道は廃止されているが、

廃止前後でみても全体的な居住人口および通行量の減尐の傾向に変化を与えているとは言

い難く、居住人口においては再開発による部分も大きく、鉄軌道廃止後に人口が増加して

いる。 

 

平均値 ｔ値

500m以内 824
1000m以内 785 0.646
1500m以内 757 1.181
2000m以内 735 1.643
2500m以内 726 1.853
3000m以内 728 1.890

人口密度（２００５）
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図 7 岐阜市中心市街地居住人口 

岐阜市中心市街地活性化基本計画フォローアップ報告より抜粋 

 

 

図 8 岐阜市中心市街地歩行者・自転車通行量 

岐阜市中心市街地活性化基本計画フォローアップ報告より抜粋 

 

 以上の結果から、鉄軌道の存在が沿線地域のまちづくりに対して効果を発揮していると

は言い難いことが分かる。 
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C)まとめ 

 これまでの分析結果をまとめると、表 12 のようになる97。 

表 12 各効果の変化 

 

 この結果から、岐阜鉄軌道の廃線は社会厚生を改善するという意味では効果があったと

考えられるが、利用者の厚生は悪化している。そして、公共交通網の連絡性を高める施策、

例えば公共交通網間の乗継運賃割引を導入した場合には、鉄軌道を存続させていても社会

厚生および利用者の厚生を改善できたことが分かった。鉄軌道を廃線し乗継割引を導入し

た場合でも事業者の厚生は大きく改善しており、利用者の厚生を保つ形でバス路線の再編

を行うことで、利用者・事業者双方の厚生を改善する可能性があることを示している。 

 

D)感度分析 

 次に、分析結果の不確実性を測定するために社会的純便益の感度分析を行う。本分析で

は、離散選択モデル(集計ロジットモデル)を用いて沿線住民の交通網の選択行動を分析す

ることで、利用者の交通網ごとの需要関数を推計し、利用者の余剰変化分を消費者余剰ア

プローチにより算出した。しかし、需要関数はデータから推計されたものであるため、適

用するサンプル、需要関数の係数、つまり傾き・形状に歪みや不確実性がある可能性があ

り、算出される余剰は変化しうる。そのため以下で感度分析を行い、社会的純便益の分析

結果の振れ幅がどの程度であるかを求める。 

 感度分析はモンテカルロ感度分析により行う。モンテカルロ感度分析では、需要関数の

推計において算出されたパラメータが、推定パラメータ自身をパラメータの確率分布の従

う平均値とし、同様に、推定された標準誤差をパラメータの確率分布の従う標準偏差とす

る確率分布が、独立に正規分布に従って発生するものと仮定する。そして正規分布におけ

る確率が 0～1 の一様分布に従って発生するものとして、それぞれの係数を変化させるシ

ミュレーションを 1000 回行う。これにより、需要関数の係数の推定にともなう不確実性

による分析結果の振れ幅を視覚的に明らかにする。なお、それぞれの図において縦軸は頻

度を表し、横軸はそれぞれのデータ区間（単位/億円）を表す。 

                                                   
97 この表中、まちづくりの外部性に含まれている地価や人口集積の効果は、その他の効果の中に含まれ

ている可能性がある。しかし、本分析では鉄軌道によって地価変動や人口集積の効果がみられなかったこ

とから、最終的な分析結果に影響はないと考えられる。 

代替 代替-割引 割引

6.43 7.09 0.82

-3.62 -2.59 1.29

10.05 9.68 -0.46

-0.02 -0.02 0.00

-0.02 -0.02 0.00

変化なし 変化なし 変化なし

6.41 7.07 0.83総計

(単位/億円)

直接的効果

利用者余剰

事業者余剰

間接的効果

交通への外部性

まちづくりへの外部性
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 まず、【代替ケース】における感度分析を行う。利用者余剰および、環境への効果につい

ての感度分析を行ったものが、図 9 と図 10 である。その結果、その最頻値が算出された

表 12 の値と整合的であることが分かり、図 11 より社会的純便益もほぼ整合的となってい

る。このことから、岐阜鉄軌道の廃線は正当化される可能性が非常に高いといえる。 

 

図 9 利用者余剰の感度分析（単位/億円） 

  

 

図 10 環境への効果の感度分析（単位/億円） 

 

 

図 11 社会的純便益の感度分析（単位/億円） 
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 次に、【代替‐割引ケース】についても感度分析を行う。利用者余剰および、運賃収入の

変化についての感度分析を行ったものが、図 12 と図 13 である。これらの結果、【代替ケ

ース】と【代替‐割引ケース】での、直接的効果の差は図 14 のとおりとなる。このこと

から、岐阜鉄軌道が廃線された場合でもバス路線において乗継運賃を割り引くという政策

は、利用者と事業者の余剰の合計を増大させる可能性が高いといえる。 

 

図 12 利用者余剰の感度分析（単位/億円） 

 

 

図 13 運賃収入の変化の感度分析（単位/億円） 

 

 

図 14 【代替ケース】と【代替‐割引ケース】の直接的効果差の感度分析（単位/億円） 
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E)本分析の問題点と課題 

 今回の分析では、鉄軌道の廃線により、利用者の余剰は大幅に減尐することとなったも

のの、事業者の余剰の改善により、政策自体の妥当性は存在するという結果となった。し

かし、これは即ち岐阜市内の交通網を大きく維持することを正当化することにはつながら

ない。特に本分析では、 

 １．分析データの問題 

 ２．分析手法の問題 

 ３．分析範囲の問題 

以上 3 点の問題を考えることができ、これらが今後の分析課題となる。 

 

 ⅰ)分析データの問題 

 本分析におけるデータの問題として、サンプルセレクションバイアスの問題があげられ

る。本分析では、公共交通機関利用者の経路選択行動を分析するために、中京都市圏パー

ソントリップ調査の小ゾーンデータを利用している。しかし、中京都市圏パーソントリッ

プ調査では、ゾーン間の移動を自動車・バス・鉄道・徒歩などの大分類でしか把握するこ

とができず、鉄道利用者に計測されている移動量のうち、鉄軌道の利用者と JR や名古屋

鉄道などの鉄道利用者の間で区分することが難しい状況があった。そのため本分析では、

鉄道を利用する場合には、鉄軌道を主な移動手段として使うであろう地域、つまり鉄軌道

の沿線のゾーンを抽出して分析を行うことで、上記の問題を解決する手法をとっている。

しかし、このような抽出法をとった場合、鉄軌道利用に対する過大評価を招きかねないと

いう点に加え、鉄軌道を経由して長距離に移動をする人間の行動を正確に把握することが

できなくなり、分析の正当性が大きく揺らぐこととなる。そのため本来であれば、沿線住

民に詳細なアンケートをとることで移動の実態を把握する必要などがあるが、現状で入手

できるデータではそこまで精緻な分析を行うことはできなかった。 

 

 ⅱ)分析手法の問題 

 本分析では、岐阜鉄軌道廃線前後の社会的余剰変化分の分析を行っている。つまり、公

共交通網全体として社会全体にもたらす純便益の総額、つまり、各ケースにおける公共交

通網が地域に与える便益と、その公共交通網を維持するために必要な社会的費用の差分が

正であるかどうかまでは判断を行っていない。そのため今回のように、社会的余剰の変化

分が正の値であったとしても、社会的余剰の総値は正である保証はなく、この分析が地域

の公共交通網すべての維持を正当化する理由とはならない。また、仮に公共交通網の維持

政策における純便益が正の値をとったとしても、該当地域の交通網整備を行うために、税

金を投入して維持を行うことの妥当性は議論の分かれるところであると考えられる98。 

                                                   
98 運行補助のみでも 2007 年度では国および県から 281 百万円、市から 75 百万円の補助が岐阜バスに支

払われている。 
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 費用便益分析の考え方を用いれば、事業の存続により赤字が発生するとしても、その事

業によって社会的便益を拡大し、赤字や外部不経済などの社会的な費用を上回るのであれ

ば、政府が住民から税金を徴収して事業を行うことは社会的に正当化されることになる。

そのため、仮に岐阜市の公共交通整備計画によって社会的純便益がプラスになるのであれ

ば、政府の支出の拡大を行い、公共交通網維持を行うことはある程度の妥当性をもつとさ

れる。 

 一方で今回の事例のように、限られた地域にのみ効果をおよぼす公共交通網整備であっ

たとしても、事業を維持するための政府の資金支出には、地域の住民以外の税金、例えば

東京等の都市圏から行われる税金の移転によってなされる可能性がある99。この場合、地

域の住民の効用を改善するために、当該公共交通網から直接的に効果を受けない大都市部

の住民を犠牲にしていると考えることもできる。もちろん、社会的純便益が正となる政策

がとられる限り、一国全体として厚生は改善すると考えることができる。しかし、他国の

インフラ整備を日本の税金で行うことに批判が生じるように、該当地域以外に居住する住

民の税金を用いる場合には、一国としての観点から、全体にとって最適となるように、交

通網整備の分析・計画は行われる必要がある。 

 

 ⅲ)分析範囲の問題 

 今回の分析は、岐阜という限られた地域の内部での費用便益の分析を行っている。しか

し先述したように、仮に日本の各地から集められた税金をもって、岐阜地域の公共交通網

を維持することとなった場合、その分析は、日本全体にとって最適となるように分析は行

われなければならない。 

 図 15 は、2005 年の市区町村人口規模の対数値と、各種行政費用の合計値の関係を図示

したものである。この図から、地域の人口規模が増加することで、行政費用が大きく低下

することが分かる。 

  

                                                   
99 実際に、鉄軌道廃線後に設定された岐阜バス路線では、赤字額の半分が国からの補助金として交付さ

れている。 



事例研究「都市地域政策と社会資本ファイナンス」 

 

- 66 - 

 

 

図 15 全市区町村の人口(対数値)と行政費用の関係(2005 年) 

出典： 内閣府 平成 20 年度経済財政白書 

 仮に、人は集積の利益を求め、都心へ流入し、集積していくものだとする。しかし現実

には、容積率や土地利用などの規制に加え、混雑といった集積の不利益をさけるため、都

心への流入意欲は阻害される。ここで、容積率や土地利用の規制が行われることにより、

人々が都市に集積する効果を妨げているのだとすれば、規制の機会費用として、上記の行

政費用の減尐可能性など、本来得られたであろう集積の利益の逸失を考えることができる。

この時、地域に公共交通網を敷設し、それらのサービスを民間が自発的に供給するのでは

なく行政が提供することは、上記の容積率等の直接的な規制などとは性質が異なるものの、

人々が都心部へ集積する魅力を薄めることにつながる。この時、政府が公共交通網を郊外

地域に整備することの機会費用として、容積率規制などの直接的規制と同じく、行政費用

の減額可能性の疎外など、集積の利益の損失を考えることができる。つまり、日本全体の

観点から分析を行い、地域の公共交通網設計を考える場合には、大都市部が本来享受しえ

たであろう、これら集積の利益の損失分を費用として考慮しなければならないはずだが、

本分析では、データ等の制約から、これらの分析を行うことはできなかった。 

 

 ⅳ)課題のまとめ 

 以上に述べた問題点から、今回の分析結果のみをとって、岐阜の公共交通網全体での妥

当性を判断することは難しい。しかし、公共交通網の経営上の採算分析のみをもって公共

交通網の是非は判断できるのではない。住民の利便性向上や沿線地域に与える経済上の影

響を考慮し、公共交通網の費用と定量的に比較考慮することは、人口減尐期を迎え、社会
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の効率化が求められる現在の日本において、地域交通網のあるべき姿を考える際に必要と

なる視点であると考えられる。 




